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道内景気は、新型コロナウイルスの影響により厳しい状況にあり、持ち直しの動きに足踏

みがみられる。生産活動は持ち直しに一服がみられる。需要面をみると、個人消費は、持ち

直しの動きに弱さがみられる。住宅投資は、持ち直している。設備投資は、下げ止まってい

る。公共投資は、高水準で推移している。輸出は、持ち直しの動きが続いている。観光は、

厳しい状況が続いている。

雇用情勢は、有効求人倍率、新規求人数ともに前年を上回っている。企業倒産は、負債総

額が前年を下回った。消費者物価は、４か月連続で前年を上回った。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）
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１．景気の現状判断DI～３か月ぶりに低下

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～３か月連続で低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、１１月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を３．０ポイン

ト下回る５３．０と３か月ぶりに低下した。横ば

いを示す５０を２か月連続で上回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を５．９ポイント下回る５３．０となった。

１０月の鉱工業生産指数は８６．３（季節調整済

指数、前月比▲１．４％）と３か月連続で低下

した。前年比（原指数）では＋１．５％と８か

月連続で上昇した。

業種別では、一般機械工業など８業種が前

月比上昇となった。鉄鋼業など７業種が前月

比低下となった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０２２年１月号

ｏ．３０５（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００１～００５　道内経済の動き  2021.12.15 17.49.00  Page 1 



%

百貨店 スーパー コンビニエンスストア

2020/10
-80

120
100
80
60
40
20

-20
-40
-60

0

10987654322021/11211

３．百貨店等販売額～３か月ぶりに増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～４か月連続で減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）
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５．札幌ドーム来場者数～４か月連続で減少

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

１０月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋２．２％）は、３か月ぶりに前年

を上回った。

百貨店（前年比＋３．７％）は、すべての品

目が前年を上回った。スーパー（同

＋１．９％）は、飲食料品が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比▲０．４％）

は、３か月連続で前年を下回った。

１０月の乗用車新車登録台数は、９，２９４台

（前年比▲３０．２％）と４か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同▲２０．９％）、

小型車（同▲３４．３％）、軽乗用車（同▲３５．７％）

となった。

４～１０月累計では、８１，２５８台（前年比

▲６．６％）と前年を下回っている。内訳は普

通車（同＋７．８％）、小型車（同▲１９．６％）、

軽乗用車（同▲７．２％）となった。

１０月の札幌ドームへの来場者数は、１２２千

人（前年比▲２．８％）と４か月連続で前年を

下回った。来場者内訳は、プロ野球１０６千人

（同＋１．６％）、サッカー９千人（同▲４４．６％）、

その他が７千人（同＋５９．１％）だった。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～２か月連続で増加

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～３か月連続で増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～５か月連続で減少

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

１０月の住宅着工戸数は３，０４３戸（前年比

＋１２．３％）と２か月連続で前年を上回った。

利用関係別では、持家（同＋１６．９％）、貸家

（同＋８．９％）、給与（同＋１０．０％）、分譲（同

＋１１．０％）となった。

４～１０月累計では２２，０９１戸（前年比

＋５．２％）と前年を上回った。利用関係別で

は、持家（同＋１５．５％）、貸家（同▲１．５％）、

給与（同＋７５．７％）、分譲（同▲１．７％）と

なった。

１０月の民間非居住用建築物着工床面積は、

１６０，８１９㎡（前年比＋５０．７％）と３か月連続

で前年を上回った。業種別では、製造業（同

＋２４２．０％）、非製造業（同＋４３．９％）であっ

た。

４～１０月累計では、１，２０３，６７０㎡（前年比

▲１２．０％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同▲２３．２％）、非製造業（同

▲１１．０％）となった。

１１月の公共工事請負金額は２１６億円（前年

比▲１１．３％）と５か月連続で前年を下回っ

た。

発注者別では、国（同＋１．９％）、その他

（同＋４３．４％）が前年を上回った。独立行政

法人（同▲３４．５％）、道（同▲１５．４％）、市町

村（同▲１７．４％）、地方公社（同皆減）が前

年を下回った。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～２か月連続で減少

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）

%

-100

-80

-60

-20

-40

0

20

その他港湾函館空港旭川空港新千歳空港 前年比（右目盛）

千人

0

40

80

240

200

160

120

2020/10 10987654322021/11211

１０．外国人入国者数～底ばいが続いている

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が８か月連続で増加

貿易動向

（資料：函館税関）

１０月の国内輸送機関利用による来道者数

は、６３４千人（前年比▲７．９％）と２か月連続

で前年を下回った。輸送機関別では、航空機

（同▲７．７％）、JR（同▲２５．３％）、フェリー

（同＋５．８％）となった。

４～１０月累計では、３，３０４千人（同

＋２３．０％）と前年を上回っている。

１０月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、０人（前年同月０人）と底ばいが続いて

いる。

１０月の貿易額は、輸出が前年比＋４６．６％の

３２０億円、輸入が同＋６７．５％の１，１５８億円だっ

た。

輸出は、石油製品、鉄鋼くず、魚介類・同

調製品などが増加した。

輸入は、原油・粗油、石炭、天然ガス・製

造ガスなどが増加した。

輸出は、４～１０月累計では１，９６１億円（前

年比＋６５．１％）と前年を上回っている。

道内経済の動き

― ４ ―ほくよう調査レポート ２０２２年１月号
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～有効求人倍率が前年を上回る

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～負債総額は２か月連続で前年を下回る

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）

生鮮食品除く総合（前年比・右目盛）
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１４．消費者物価指数～４か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

１０月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．００倍（前年比＋０．０３ポイント）と前年

を上回った。

新規求人数は、前年比＋３．５％と８か月連

続で前年を上回った。業種別では、製造業

（同＋２９．６％）、医療・福祉（同＋４．２％）な

どが前年を上回った。情報通信業（同

▲２１．５％）、卸売業・小売業（同▲３．７％）が

前年を下回った。

１１月の企業倒産は、件数が１５件（前年比

＋２５．０％）、負債総額が９億円（同▲４２．０％）

だった。負債総額は２か月連続で前年を下

回った。

業種別では建設業、卸売業、サービス・他

が各３件、製造業、小売業が各２件などと

なった。

新型コロナウイルス関連の倒産件数は７件

であった。

１０月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１００．３（前月比＋０．１％）となっ

た。前年比は＋０．８％と、４か月連続で前年

を上回った。

生活関連重要商品等の１０月の動向をみる

と、食料品・日用雑貨等の価格は、おおむね

安定している。石油製品の価格は調査基準日

（１０月１０日）時点で、灯油価格は前月比

＋１．４％、前年同月比＋２６．１％となり、ガソ

リン価格は前月比＋３．２％、前年同月比

＋２０．５％となった。

道内経済の動き

― ５ ― ほくよう調査レポート ２０２２年１月号
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実質経済成長率（％） 北海道 全国

（注）１. 全国は内閣府調べ。2021年度･2022年度は日本銀行政策委員「大勢見通し｣(10月時点)の中央値。
　　　２. 北海道は北海道経済部調べ。2019年度以降は当行推計。
　　　３. 平成23年暦年連鎖価格方式。
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北海道経済の現状は、新型コロナウイルス感染症拡大（以下、「コロナ禍」）の影響に
より厳しい状況にあり、持ち直しの動きに弱さがみられる。個人消費をみると、コロナ
禍の再拡大に伴う行動制限がサービス消費を押し下げたほか、半導体不足による新車販
売の不振はみられるものの、このところ持ち直しの兆しが窺われる。住宅投資は持ち直
している。設備投資は弱い動きが続いている。公共投資は、堅調に推移している。
２０２２年度の北海道経済を需要項目別に展望すると、個人消費は、対面型サービス消費
を中心として回復し、政策的な後押しも受けて前年の水準を上回ろう。住宅投資は、投
資マインドは改善するものの、新規住宅取得支援政策による押し上げ効果の剥落から前
年比横ばい圏内となろう。設備投資は、企業収益の改善などから前年を上回ろう。公共
投資は、「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」に基づく予算配賦につ
いては前年下回りを見込むが、北海道新幹線の建設事業費などが押し上げ、前年比横ば
い圏内となろう。また、国内外の経済活動再開に伴い、財の移輸出は増加が見込まれる
ことから、財貨・サービスの移輸出入（純）はプラス成長となろう。
この結果、実質経済成長率は３．０％（２０２１年度２．８％）、名目経済成長率は３．３％（同

１．９％）と予測する。
本推計にあたっては、国内・道内経済はコロナ禍の影響が徐々に和らぎ、２０２２年度前
半には概ねコロナ禍の影響が収束していくことを基本見通しとしている。そのため、本
推計は、ワクチンの効果が薄い新たな変異株の出現に伴う国内における経済活動の停滞
などが生じた場合の下振れリスクを内包していることには注意が必要である。

２０２２年度北海道経済の見通し
要 約

― ６ ―ほくよう調査レポート ２０２２年１月号
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１．２０２１年度北海道経済の概況

（１）国内経済の動向

現状の国内経済は７～９月期の国内総生産

（四半期別GDP・１次速報値）が年率▲３．０％

と、２四半期ぶりのマイナス成長となり、景

気は足踏みしている（図表１）。個人消費

は、全国的な緊急事態宣言の発出の影響によ

り減少した。住宅投資は、持ち直しの動きに

足踏みがみられた。設備投資は、供給制約に

よる企業の自動車購入減少、半導体関連投資

の増勢鈍化などから減少した。輸出は、半導

体不足や東南アジアでの感染拡大に伴う部品

調達難などの供給制約から、主力である自動

車が大幅減産となり、減少した。

一方、本年１１月のESPフォーキャスト調査

による１０～１２月期の国内総生産（四半期別

GDP）見通しは、前期比年率４．９３％と、２四

半期ぶりのプラス成長が見込まれている（図

表２）。

先行きについては、個人消費は、感染症へ

の警戒感が当面重石とはなるものの、９月末

をもって緊急事態宣言が解除され、飲食店や

娯楽施設への時短・営業規模縮小要請の解

除、ワクチン接種率の上昇（政府目標であっ

た「国民の８割へ２回接種」の達成見込

み）、「ワクチン・検査パッケージ」を活用し

たイベントへの参加人数制限の段階的な解除

などといった経済活動に対する制限緩和が進

んだことを背景に、対面型サービス消費を中

心に大幅な回復が見込まれる。また、政府の

大型経済対策による各種給付金支給も、個人

消費の増加に寄与しよう。住宅投資は、ウッ

ドショックによる住宅価格の上昇や、建材不

足に伴う契約・着工までのスピード感の低下

などが重石となり、弱含みで推移することが

見込まれる。設備投資は、先行き不透明感の

高まりから伸び悩んでいるが、省人化・省力

化投資の継続やデジタル化関連投資が牽引

し、前年上回りが見込まれる。公共投資は、

足元では、建設業の人手不足を背景に公共工

事出来高に停滞がみられるものの、「防災・

減災、国土強靭化のための５か年加速化対

策」に基づく予算の積み増しにより、緩やか

な増加が見込まれる。輸出は、サービス輸出

におけるインバウンド需要の消失が大きな重

石となるものの、半導体不足や部品調達難と

いった供給制約の解消に伴う自動車の挽回生

産、スマートフォンやパソコン関連、データ

センター向けなどの情報関連財が底堅く推移

し、米中向けを中心に回復が見込まれる。

国内経済はコロナ禍による最悪期から脱し

生産・輸出主導の回復軌道を辿っているが、

図表１ 図表２実質GDP成長率の内訳（全国） ESPフォーキャストによる
実質経済成長率予測

（資料：内閣府「四半期別GDP速報 ２０２１年７‐９月期・１次速報） （資料：日本経済研究センター）

２０２２年度北海道経済の見通し

― ７ ― ほくよう調査レポート ２０２２年１月号
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業種・業態により業況に濃淡がみられる。ま

た、原油価格の高騰と円安の進展を受けた輸

入物価の上昇に伴う交易条件の悪化や、ワク

チンの効果が薄い新たな変異株の出現に伴う

感染の再拡大による国内における経済活動の

停滞などが生じた場合の下振れリスクを内包

していることには注意が必要である。

（２）北海道経済の動向

現状の北海道経済は、コロナ禍の影響によ

り厳しい状況にあり、持ち直しの動きに弱さ

がみられる。需要項目別にみると、個人消費

は、８月から９月にかけてのコロナ禍の再拡

大による外出自粛要請や、昨年の特別定額給

付金支給に伴う家電などの耐久財を中心とし

た巣ごもり消費の一巡、世界的な半導体不足

や東南アジアでの感染拡大による部品供給不

足に影響された自動車の供給不足などによ

り、コロナ禍からの持ち直しに弱さがみられ

た。１０月に入ると、北海道への緊急事態宣言

が解除されたことで、飲食店や娯楽施設の営

業制約も緩和され、このところ外食や宿泊と

いった対面型サービス消費を中心として持ち

直しの動きが窺われる。もっとも、依然とし

て厳しい状況が続いており、持ち直し幅は当

初の見込みを下回っている。住宅投資は、コ

ロナ禍での減少からの反動増や、住宅ローン

減税特例措置などの新規住宅取得支援政策に

よる押し上げ効果により、前年から増加して

いる。設備投資は、鉄鋼業や運輸業での大型

投資案件の剥落や、コロナ禍の長期化に伴う

観光関連産業での投資見送りなどから、この

ところ弱い動きが続いている。公共投資は、

堅調な予算配賦を背景に高水準で推移してい

る。

今後を展望すると、個人消費は、新規感染

者数の減少を受けて緊急事態宣言が解除され

たことに伴い、飲食店や娯楽施設への時短・

営業規模縮小要請が解除されたことによって

人出が増加していることや、国や道、各自治

体による観光を中心とした消費喚起政策の効

果、政府の大型経済対策による各種給付金支

給、コロナ禍で積み上がった過剰貯蓄が消費

に回ることで生じる「ペントアップ需要」な

どにより、前年を上回ることが見込まれる。

政府最終消費支出は、補正予算にてワクチン

接種の拡充などコロナ対策での現物社会給付

が大幅に増加したことを背景に、前年上回り

が見込まれる。住宅投資は、感染防止対策の

実施による住宅展示場への来場者組数の制

限、ウッドショックの影響による住宅価格の

上昇などが回復の重石となるものの、新規住

宅取得支援政策による押し上げによって持家

などの増加が見込まれ、前年を上回ろう。設

備投資は、大型投資案件の完了に加え、建設

業の人手不足や、原材料価格の高騰に伴うコ

ストの上昇が重石となり、前年を下回ろう。

公共投資は、「防災・減災、国土強靭化のた

めの５か年加速化対策」に基づく堅調な予算

配賦や、北海道新幹線の建設事業費増加に

よって高水準が続くことが見込まれる。財

貨・サービスの移出入（純）については、国

内外の経済活発化、GoToキャンペーンの再

開などを背景に、持ち直しが見込まれる。

以上の経済状況を勘案すると、２０２１年度の

道内経済成長率は、実質経済成長率２．８％、

名目経済成長率１．９％と、プラス成長となろ

う。

２．２０２２年度北海道経済の概況

（１）国内経済の動向

２０２２年度の国内経済は、内需ではワクチン

２０２２年度北海道経済の見通し
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接種目標の達成や、過剰貯蓄の取り崩しに伴

うペントアップ需要などによって個人消費の

回復が見込まれるほか、DX推進の潮流や経

済安全保障政策による設備投資の増加が押し

上げに大きく寄与しよう。さらに、外需につ

いても、主要国の経済活動再開に伴って増加

しよう。以上のことから、国内経済は高成長

が見込まれる。

需要面をみると、個人消費は、ワクチン接

種の普及や、実質総雇用者所得の回復、家計

貯蓄の積み上がりなどを背景に、足元では減

産が続いている自動車の供給量回復や、外

食・イベントなどへの人数制限の更なる緩和

に伴う対面型サービス消費の回復もあって、

大幅に増加しよう。また、GoToキャンペー

ンの再開などといった政府主導の消費喚起策

や、政府の大型経済対策による各種給付金支

給、税制改正による企業への賃上げ誘導など

も増加に寄与しよう。政府最終消費支出は、

コロナ禍での受診控えにより医療費が減少し

ていた分が回復する一方で、ワクチン接種体

制の拡充や医療提供体制の確保など、２０２１年

度におけるコロナ対策関連予算が多額であっ

たことから、反動減が見込まれる。住宅投資

は、家計や法人の余剰資金の増加による押し

上げ効果は想定されるものの、２０２２年度税制

改正での住宅ローン減税特例措置の所得税控

除幅の圧縮検討や新規住宅取得支援政策の終

了に伴う押し上げ効果の剥落を考慮すると、

横ばい圏内での推移が見込まれる。設備投資

は、引き続き省力化やDX推進を見据えたソ

フトウェア投資が堅調に推移すると見込まれ

るほか、２０２１年度補正予算では、コロナ禍で

のサプライチェーンの混乱を背景とした半導

体やワクチンの国内製造体制の強化が盛り込

まれており、高成長が見込まれる。公共投資

は、２年目となる「防災・減災、国土強靭化

のための５か年加速化対策」に基づく予算配

賦を背景に、緩やかに増加しよう。輸出は、

主要国の経済活動再開から外需が堅調に推移

することで、自動車や情報関連財を中心に増

加しよう。

（２）北海道経済の動向

北海道経済は、国内経済同様、ワクチン接

種の普及による新規感染者数の減少に伴う外

食やイベント、宿泊などの対面型サービス消

費の持ち直しや、輸出では主要国の経済活動

再開に伴って中国向けのホタテガイや米国向

けの自動車の部分品などが増加し、前年に続

くプラス成長となろう。

需要面をみると、個人消費は、感染症への

一定の警戒感は残るとみられるが、ワクチン

３回目接種体制の確保や「ワクチン・検査

パッケージ」の活用などの政策の後押しを受

けて外食やイベント・宿泊などの対面型サー

ビス消費が持ち直しの動きを強めていくとみ

られる。また、足元では再び人手不足感が強

まっており、コロナ禍で待遇が悪化していた

非正規雇用者を中心に雇用・所得環境の改善

が見込まれるほか、すでにコロナ禍以前の水

準まで回復している消費者マインドのさらな

る上昇とそれに伴うリベンジ消費の増加、政

府経済対策による賃上げ誘導も押し上げに寄

与し、成長率は前年の水準を上回ろう。政府

最終消費支出は、国内経済同様、医療・介護

費は回復が見込まれるものの、前年のコロナ

対策関連費用の反動減により、伸びは鈍化し

よう。住宅投資は、新規住宅取得支援政策に

よる押し上げ効果の剥落のほか、木材価格の

高止まりが重石となることが見込まれること

から、前年比横ばい圏内となろう。設備投資

２０２２年度北海道経済の見通し

― ９ ― ほくよう調査レポート ２０２２年１月号
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は、企業収益の改善に伴う更新投資の再開、

半導体不足や部品調達難といった供給制約の

緩和などから前年を上回ろう。公共投資は、

「防災・減災、国土強靭化のための５か年加

速化対策」に基づく予算配賦については前年

が高水準であったため前年比下回りを見込む

が、北海道新幹線の建設事業費の増加や、各

地の庁舎などの建て替え需要が押し上げ要因

となり、総じてみると前年横ばい圏内となろ

う。財貨・サービスの移輸出入（純）につい

ては、国内外の経済活動再開に伴い、移輸

出、移輸入ともに持ち直しが見込まれる。

サービス移輸出をみると、インバウンド需要

こそ回復の見通しが立っていないものの、

GoToキャンペーンの再開による国内への

サービス移出は回復が見込まれる。また、財

の移輸出については、国内需要の増加に加

え、主要国の経済活動再開に伴って中国向け

のホタテガイや米国向けの鉄鋼、自動車の部

分品などが牽引し、増加が見込まれる。財

貨・サービスの移輸入についても道内需要の

持ち直しにより増加が見込まれる。

物価の動向をみると、原油価格やLNG価

格の高騰に伴うエネルギー価格の上昇の影響

から、消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合）は２０２１年７月に１６か月ぶりに前年上回り

に転じた（図表３、４）。一方で、足元では

携帯電話料金の引下げなどを中心に、エネル

ギー以外の物価は前年を下回って推移してい

る。

物価の先行きを展望すると、携帯電話料金

の引下げや前年のGoToキャンペーンによる

下押し効果の剥落、経済活動再開に伴う需給

ギャップの改善、食料品や日用品などの原材

料価格の高騰に伴うコスト増大の価格への転

嫁などに加え、引き続きエネルギー価格の上

昇が大きく寄与し、プラスでの推移が見込ま

れる。

以上のような経済状況を勘案すると、２０２２

年度の道内経済成長率は実質成長率３．０％

（２０２１年度２．８％）、名目成長率３．３％（同

１．９％）と、前年に続くプラス成長となろう。

本推計にあたっては、国内・道内経済はコ

ロナ禍の影響が徐々に和らぎ、２０２２年度前半

には概ねコロナ禍の影響が収束していくこと

を基本見通しとしている。そのため、ワクチ

ンの効果が薄い新たな変異株の出現に伴う感

染の再拡大による国内・道内における経済活

動の停滞などが生じた場合の下振れリスクを

内包していることには注意が必要である。

図表３ 消費者物価指数（北海道）
（前年同月比）

（資料：総務省、北海道）

図表４ 原油価格の推移

（資料：IMF）

２０２２年度北海道経済の見通し
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３．道内総生産（支出側）の動向

（１）民間最終消費支出

足元の状況をみると、２０２１年８月にはコロ

ナ禍の再拡大を受けて北海道内にも通算４回

目（北海道独自の宣言も含む）となる緊急事

態宣言が発出され、個人消費には弱さがみら

れた。９月に入ってから新規感染者数が急減

し（図表５）、１０月に緊急事態宣言が解除さ

れたことで、百貨店・スーパーの売上高はと

もに前年同月を上回ったが、百貨店について

は、コロナ禍の落ち込みを取り戻すには至っ

ていない（図表６）。また、新車販売につい

ては、半導体不足や部品調達難といった供給

制約によって、足元では納車が大幅に遅れる

などの影響が生じており、９月、１０月の新車

登録台数（普通車・小型車・軽自動車の合

計）はともに前年同月を３０％以上下回った

（図表７）。一方で、消費者マインドは、内閣

府が公表している「消費者態度指数（全国・

二人以上世帯・季節調整値）」が、４回目の

緊急事態宣言が解除された２０２１年１０月に、コ

ロナ禍前の２０２０年１月の水準を上回り、回復

がみられる（図表８）。

雇用環境については、２０２１年９月に日本銀

行札幌支店が行った『企業短期経済観測調査

（北海道）』によると、雇用の過不足感を示す

「雇用人員判断DI（過剰－不足）」は▲２７

と、コロナ禍で大幅に和らいだ人手不足感は

製造業を中心に再び引締まりがみられる（図

表９）。同様に新規求人数も、製造業に加

え、サービス業などの経済活動再開に伴って

急速に需要が高まっている業種や、医療・福

図表５ 図表７人口１０万人あたり新規感染者数の推移 乗用車新車登録台数（北海道）
（前年同月比）

（資料：厚生労働省「データからわかる－新型コロナウイルス感染症情
報－」）
※人口は２０２１年１月１日時点の住民基本台帳人口。集計期間は２０２１年１
月１日～１１月２７日、後方７日間移動平均。網掛けは北海道における緊急
事態宣言発出期間 （資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

図表６ 図表８大型店等販売額（北海道）
（前年同月比）

消費者態度指数（全国、季節調整値）

（資料：北海道経済産業局） （資料：内閣府「消費動向調査」二人以上の世帯）
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祉や建設業など人手不足感の続く業種が牽引

して前年を上回る水準が続いており、今後も

堅調な推移が見込まれる。一方で有効求人倍

率は、コロナ禍により２０２０年４月に１倍を

切って以降、足元の２０２１年１０月まで１９か月連

続で１倍以下に止まっている（図表１０）。

もっとも、建設業など一部の業種・職種では

人手不足感が続いているなど、労働需給には

ミスマッチがみられる。

所得環境については、実質総雇用者所得

（全国ベース）は振れを伴いながらも、基調

としては持ち直しており、コロナ禍前の水準

を上回る月もみられる（図表１１）。毎月勤労

統計調査（北海道）をみると、残業時間は、

２０２１年４月から６月にかけて前年の緊急事態

宣言下の反動増がみられたが、足元では一服

感がみられ、前年比横ばいが続いている。現

金給与総額についても同様に、前年の反動増

が一服し伸び悩みの状態が続いている（図表

１２）。また、当行が本年５月から６月にかけ

て行った『賃金動向に関する調査』におい

て、今年度、定期給与（基本給・諸手当等）

を引上げ予定の割合は前年から２ポイント上

昇して６８％、特別給与（賞与・期末手当等）

を引上げ予定の割合は前年から１１ポイント上

昇して２１％といずれも上昇となったものの、

コロナ禍前を上回る水準とはなっていない

（図表１３）。一方で、政府は分配戦略の一環と

して、２０２２年度税制改正において一定の要件

を満たした企業に対し賃上げ額の一部を法人

税から控除する「賃上げ税制」の強化を検討

している。経済活動再開が進む中でのこうし

図表９ 図表１１雇用人員判断 実質総雇用者所得

（資料：日本銀行札幌支店「企業短期経済観測調査（北海道）」） （資料：内閣府）

図表１０ 図表１２雇用動向（北海道） 賃金・労働時間の推移（北海道）
（前年同月比）

（資料：北海道労働局） （資料：厚生労働省、北海道「毎月勤労統計調査」）

２０２２年度北海道経済の見通し
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た賃上げ誘導策によって、利益好調な企業を

中心に所得環境の改善が見込まれる。

Googleが公表している小売店・娯楽施設の

人出の動向をみると、緊急事態宣言など衛生

対策上の措置が適用されている期間での人出

は減少している。４回目の緊急事態宣言が解

除された２０２１年１０月以降は持ち直しの動きが

みられるが、依然としてコロナ禍前の水準と

比較すると５～１０％ほど少ない状態が続いて

いる（図表１４）。また、足元では海外での新

型コロナウイルス変異株の発見報告による警

戒感が強まっており、北海道におけるワクチ

ン２回接種完了率は２０２１年１１月２７日時点で

７０．９７％（医療従事者を除く）と希望者への

接種は概ね達成されているものの（図表

１５）、ワクチンによる感染・重症化予防効果

を低下させる変異株が国内での感染を拡大さ

せれば、再び人出の減少が予測され、外食や

旅行、宿泊などの対面型サービス消費持ち直

しへの重石となろう。一方で、外出自粛が続

いてきた影響で、テレワークや巣ごもり需要

を背景とする財消費は、サービス消費の代替

もあり底堅い推移が見込まれる。

２０２１年１１月には、GoToキャンペーンの再

開などといった政府主導の消費喚起策や、困

窮世帯や子育て世帯向けの現金・クーポン給

付や、マイナンバーカード所持者へのマイナ

ポイント給付などを盛り込んだ大型経済対策

が閣議決定されており、これらの効果が２０２１

年度後半・２０２２年度前半に個人消費を押し上

げることが見込まれる。

もっとも、２０２０年度に特別定額給付金が給

付された際には、長期間にわたって感染防止

対策措置がとられ外出自粛が続いていた影響

から個人消費の押し上げ効果は限定的で、消

費よりもむしろ個人預金を増加させる結果と

なった（図表１６）。また、足元では米中を中

心とした海外需要の回復等を背景として、原

油価格が上昇しており、足元では灯油・ガソ

リン価格や電気料金の上昇に波及するなど、

エネルギー価格の上昇がみられる点には留意

が必要である。

図表１３ 賃金引上げの推移（引上げとした割合）

（資料：北洋銀行）

図表１４ 図表１５小売・娯楽関連施設における
滞在者変化（北海道）

新型コロナワクチン接種率の推移
（北海道）

（資料：Google「COVID‐１９：コミュニティモビリティレポート」より作成）
※基準値は２０２０／１／３～２／６の５週間の曜日別中央値。後方７日間移動平均
線にて作成。①②⑤⑧～緊急事態宣言発出期間（北海道）、④⑥⑦～まん延防止
等重点措置期間、③～集中対策期間

（資料：首相官邸）
※各日までにワクチン接種記録システム（VRS）に記録・集計されたデータが対
象。接種率の分母は２０２１年１月１日時点の住民基本台帳登録人口のうち、性別・
年齢が明らかな５２２万６６０３人。また、医療従事者等の記録は含まれていない。
データは２０２１年４月１２日～１１月２７日。

２０２２年度北海道経済の見通し
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２０２２年度の個人消費は、コロナ禍の影響が

徐々に和らぐことで、消費者マインドや人出

の回復が見込まれ、外食や旅行、宿泊などの

対面型サービス消費を中心として持ち直しが

見込まれる。また、人手不足の業種を中心と

した雇用の増加や、政府主導の消費喚起策や

賃上げ誘導策、政府の大型経済対策による各

種給付金支給なども持ち直しを後押しするこ

とが見込まれる。一方で、変異株の国内での

感染拡大や、エネルギー価格の上昇による実

質購買力の減少が持ち直しの重石となること

が懸念される。

この結果、民間最終消費支出は、実質成長

率３．１％、名目成長率３．７％と予測する。

（２）政府最終消費支出

現物社会給付に相当する医療費・介護費の

動向をみると、コロナ禍での受診控えによる

減少分の反動が見込まれる。また、高齢化の

進行により社会保障関係費が年々増加してい

ることも、押し上げに寄与しよう。一方で、

２０２１年度においてはワクチン接種体制の拡充

や宿泊療養体制の確保、重症者向け病床の確

保などコロナ対策関連予算の計上が大きかっ

たことから、２０２２年度はその剥落が重石とな

ろう。

固定資本減耗に相当する社会資本ストック

の動向をみると、堅調な予算配賦を受けて近

年は道路や港湾などへのインフラ投資が着実

に進められたことによって増加しており、こ

れに合わせて固定資本減耗額が増加し、政府

最終消費支出を押し上げよう。

また、本年１０月の人事院勧告によると、２

年連続で国家公務員の月例給の増額改定はな

く、ボーナスについても２年連続引下げと

なっており、北海道もこれに合わせて本年１１

月の北海道人事委員会の給与勧告において、

月例給の据置、ボーナスの引下げが公表され

た。こうした給与改定は、民間企業の賃金動

向を調査した結果に基づいている。そのた

め、２０２２年度に入ってからコロナ禍の影響が

徐々に和らぎ、政府主導の賃上げ誘導策も後

押しして民間企業の所得環境が持ち直せば、

道職員や市町村職員の給与もこれに比例した

動きとなる。一方で、人事院勧告による給与

改定の対象となる一般行政職の人数は年々減

少していることから、総じてみると、２０２２年

度の道職員や市町村職員給与の年間支給水準

（雇用者報酬）は横ばい圏と想定した。

この結果、政府最終消費支出は、実質成長

率０．５％、名目成長率１．１％と予測する。

（３）住宅投資

２０２１年４～１０月の新設住宅着工戸数は、前

年比＋５．２％と前年を上回る水準で推移して

いる。前年同時期は緊急事態宣言の影響を受

け大幅に落ち込んでおり、その反動による持

家の増加が大きく寄与している。また、新規

住宅取得支援政策による押し上げ効果が持家

や分譲戸建を中心にみられ、２０２１年度の住宅

投資は前年上回りとなろう。もっとも、足元

では木材価格の上昇を中心とした建築コスト

図表１６ １世帯当たりの個人預金残高推移

（資料：日本銀行「都道府県別預金・現金・貸出金」、総務省「住民基本
台帳人口に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」）
※１世帯につき１口座と仮定し、各月の預金残高総額を世帯数で割った
値。世帯数は各暦年の１月１日時点の値。

２０２２年度北海道経済の見通し
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の上昇がみられることから、物価要因による

下振れの可能性があることには注意が必要で

ある。

２０２２年度の住宅投資を利用目的別に展望す

ると、貸家は、２０１７年度から減少が続いてお

り、供給過剰感に緩和がみられていること

や、法人での着工戸数が堅調に推移している

ことから、前年比横ばい圏内での推移が見込

まれる。持家および分譲戸建は、建築コスト

の上昇や新規住宅取得支援政策による押し上

げ効果の剥落、大規模再開発案件の一巡など

が重石となるものの、雇用・所得環境の改善

に伴う投資マインドの上昇や家計・法人貯蓄

の積み上がりから、前年比横ばい圏内での推

移が見込まれる。

これらを勘案すると、２０２２年度の住宅着工

戸数は、持家が１２，１１０戸、貸家が１５，１２０戸、

分譲が５，０１０戸（分譲マンション２，０１０戸、分

譲戸建３，０００戸）、給与（社宅）が４２０戸、合

計３２，６６０戸となり、２０２１年度実績見込み

（３２，２００戸）を４６０戸上回ろう（図表１７、

１８）。

この結果、住宅投資は、実質成長率０．１％、

名目成長率１．８％と予測する。

（４）設備投資

先行指標である２０２１年４～１０月の民間非居

住用建築物の工事費予定額は、前年を１２．０％

下回って推移している（図表１９）。個別案件

では、札幌市をはじめ道内中核都市で複数の

再開発事業が進行中であるほか、野球場やそ

れに付随する商業施設、物流施設や生産工場

などの大型案件、再生可能エネルギー関連の

投資がみられる（図表２０）。

２０２１年６月に日本政策投資銀行北海道支店

が行った『北海道地域設備投資計画調査』（原

則、資本金１億円以上の民間企業が対象）に

よると、２０２１年度の道内設備投資計画は全産

業で前年比▲９．９％となっている（製造業・

同▲２５．３％、非製造業・同▲２．７％）（図表

２１）。製造業では、設備の改修や新設が一服

利 用 目 的２０２０年度２０２１年度２０２２年度 対前年度

計 ３１，７７２ ３２，２００ ３２，６６０ ４６０

持 家 １１，０６８ １１，９４０ １２，１１０ １７０

貸 家 １５，２６２ １４，９７０ １５，１２０ １５０

給 与 住 宅 ３３２ ５００ ４２０ ▲８０

分 譲 住 宅 ５，１１０ ４，７９０ ５，０１０ ２２０

（うちマンション） ２，３６７ １，８７０ ２，０１０ １４０

（ う ち 一 戸 建 ） ２，７４０ ２，９２０ ３，０００ ８０

図表１８ 利用目的別の住宅着工戸数
（戸）

（資料：国土交通省、２０２１年度・２０２２年度は当行推計）
※長屋建等、利用目的別に分類されない構造物があるため、分譲
住宅の合計は一致しない場合がある

図表１７ 図表１９住宅着工戸数の推移（北海道） 民間非居住用建築物（北海道）
（工事費予定額）

（資料：国土交通省、２０２１年度・２０２２年度は当行推計） （資料：国土交通省「建築着工統計」）

２０２２年度北海道経済の見通し
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する「鉄鋼・非鉄金属」や、工場新設が完了

する「輸送用機械」などが減少し、非製造業

では大型投資案件が完了する「運輸」「サービ

ス」などが減少し、全産業で減少の見通しと

なっている。

また、当行が本年８月から９月にかけて

行った『道内企業の経営動向調査』では、道

内中小企業の設備投資実施割合（全産業）

は、２０２１年７～９月期は前年を上回ったもの

の、２０２１年１０～１２月期（見通し）における全

産業の設備投資実施予定割合（未定を除く）

は、前期比ならびに前年同期比で減少の見通

しとなっており、足元では慎重さがみられる

（図表２２）。

２０２１年９月に日本銀行札幌支店が行った

『企業短期経済観測調査（北海道）』による

と、企業の経常利益（全産業）は２０２１年度上

期計画で前年同期比＋１８４．０％、下期計画で

同＋１９．２％となっており、２０２１年度後半には

コロナ禍前の水準を上回る見込みとなってい

る（図表２３）。

２０２２年度を展望すると、上述の通り再開発

事業が進行中であることや商業施設、物流施

設や生産工場の新設・増築、再生可能エネル

ギー関連投資などが計画されているほか、省

力化投資やIT関連投資なども一定程度は続く

とみられる。コロナ禍の影響が徐々に和ら

ぎ、先行きの不透明感が払拭されることに

よって、収益好調な企業を中心に設備投資が

増加し、前年を上回ると見込んでいる。

この結果、設備投資は、実質成長率２．９％、

名目成長率３．９％と予測する。

地区 主要用途 事業規模

石狩湾 洋上風力発電所新設 ７４０億円

北広島 野球場・商業施設 ６００億円

苫小牧 バイオマス発電 ３００億円

札幌 マルチテナント型物流施設 １５０億円

恵庭 牛乳生産工場新設 １２０億円

旭川 店舗・共同住宅など ８５億円

新さっぽろ駅周辺再開発 店舗・共同住宅など ５００億円

札幌駅北口８・１地区再開発 店舗・共同住宅など ４８２億円

南２西３南西再開発 店舗・共同住宅など ２４０億円

北３東１１周辺再開発 店舗・共同住宅など ２３０億円

２０２０年度
実績

２０２１年度
計画 増減率

全産業 ３，７７１ ３，３９９ ▲９．９

（除く電力） （３，０４８） （２，５７３） （▲１５．６）

製造業 １，１９０ ８８９ ▲２５．３

非製造業 ２，５８１ ２，５１１ ▲２．７

（除く電力） （１，８５８） （１，６８４） （▲９．４）

２０２０年度
上期

２０２０年度
下期

２０２１年度
上期（計画）

２０２１年度
下期（計画）

全産業 ▲７９．２ ▲９．２ １８４．０ １９．２

製造業 ▲２７．９ １１．８ ５２．９ ５．３

非製造業 － ▲２４．５ － ３４．０

図表２０ 図表２２ 設備投資実施企業の割合道内での設備投資、再開発

（資料：北洋銀行「道内企業の経営動向調査」、２０２１年第４四半期
は見通し）（資料：新聞報道、市町村ホームページなどを基に当行作成）

図表２１ 図表２３２０２１年度業種別設備投資の動向
（単位：億円、％）

企業の経常利益の動向（北海道）
（前年同期比、％）

（資料：日本政策投資銀行） （資料：日本銀行札幌支店「企業短期経済観測調査（北海道）」）

２０２２年度北海道経済の見通し
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（５）公共投資

足元の公共工事請負金額をみると、２０２１年

４～１０月の累計金額は前年を３．０％下回って

推移している。２０２１年度の北海道開発事業費

（当初予算）は、「臨時・特別の措置」分の予

算計上がなくなり、前年比▲１０．７％となった

が、２０２０年度の補正予算において「防災・減

災、国土強靭化のための５か年加速化対策」

の予算が計上されており、補正予算を合わせ

た１５か月予算でみると、前年比＋０．８％と堅

調な予算配賦となっている。また、２０２１年度

の北海道新幹線の建設事業費も前年比＋

２．２％の９５０億円と増加に寄与することから、

２０２１年度の公共投資は前年を上回ろう。

２０２２年度については、前年度の補正予算に

おける「防災・減災、国土強靭化のための５

か年加速化対策」に基づく予算配賦が前年を

下回っているため、補正予算を合わせた１５か

月予算についても前年下回りを見込んでい

る。

一方で、北海道新幹線については、トンネ

ル工事の発注が全工区で完了し掘削が進めら

れているほか、今後は地上・高架区間につい

ても、発注や建設工事が本格的に進められて

いくとみられる。２０３０年度の開業までは２０２２

年度を含めて残り９年となっており、２０２２年

度は前年をさらに上回る水準の建設事業費が

想定されることから、今後公共投資における

北海道新幹線の存在感はさらに大きくなって

いくことが見込まれる（図表２４、２５）。ま

た、近年では各自治体の庁舎などの建て替え

工事も進められている。

これらのことから、北海道開発事業費は前

年を下回るものの、北海道新幹線の建設事業

費や、庁舎などの建て替え需要が増加に寄与

し、総じてみれば高水準の前年並みを確保す

ると見込んでいる。

この結果、公共投資は、実質経済成長率▲

０．０％、名目成長率０．８％と予測する。

（６）財貨・サービスの移出入（純）

（Ａ）移輸出

２０２１年４～１０月の貿易統計（函館税関）を

みると、財の輸出は、「魚介類・同調製品」

「自動車の部分品」などが増加し、前年同期

を１０２．２％上回って推移している。２０２０年度

には世界的なロックダウンがあったほか、国

内および道内においても緊急事態宣言が発出

されるなど、国内外の経済活動が停滞し大幅

に減少したが、２０２１年度に入り米中など諸外

国の経済活動再開に伴って、中国向けの主力

であるホタテガイや、米国向けの自動車部

図表２４ 公共工事請負金額（北海道）

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社、２０２１年度・２０２２年度
は当行推計）

図表２５ 整備新幹線事業費

（資料：国土交通省資料などを基に作成、２０２２年度は当行推計）

２０２２年度北海道経済の見通し
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品、東南アジア向けの鉄鋼や鉄鋼くずが前年

に比べ大幅に増加した。

足元の財の輸出においては、「魚介類・同

調製品」や「鉄鋼くず」は堅調に推移してい

る一方で、「自動車の部分品」が、供給制約

による生産減少の影響から２０２１年１０月には８

か月ぶりに前年同月下回りとなり、年度後半

には増勢鈍化が懸念される。

２０２２年度についても、OECDやIMFによる

世界経済予測では、海外経済は大幅なプラス

成長が見込まれており、好調な外需に支えら

れ輸出は今後も増加が見込まれる（図表２６）。

国内向けの財の移出は、飲食店向けなどの

食料品が中心となっている。そのため、２０２１

年８月から９月にかけての緊急事態宣言によ

り首都圏を中心に飲食店などに時短営業や休

業の要請がなされていたことや、休校により

学校給食向けの生乳需要が減少したことなど

を背景に大きく減少したが、緊急事態宣言の

解除やワクチン接種の普及に伴って飲食店な

どが通常営業を再開し、業務用食材需要の回

復が進むことで、２０２１年度後半から２０２２年度

にかけて道外需要は持ち直していくことが見

込まれる。

一方で、サービス輸出については、コロナ

禍の影響が続く中で、感染リスクを懸念した

外国人旅行客の渡航自粛や入国規制などか

ら、２０２２年度もインバウンド消費の蒸発は続

くことが想定される（図表２７）。

サービス移出については、来道客数の動向

をみると、北海道の集中対策期間が終了した

２０２１年３月より前年上回りに転じたが、国内

感染者数の増加により東京オリンピックの札

幌会場が無観客開催となったことや、８月以

降の緊急事態宣言発出の影響、そして前年同

期にはGoToキャンペーンが実施されていた

ことの反動もあり、９月には再び前年下回り

に転じている（図表２８）。２０２２年度について

は、感染症への一定の警戒感は残るとみられ

るが、ワクチン３回目接種体制の確保や「ワ

クチン・検査パッケージ」の活用を前提とし

て、道や各市町村による宿泊料割引やクーポ

公表機関 公表日 年次 世界 アメリカ ユーロ圏 中国

OECD

５／３１ 前回
２０２１ ５．８ ６．９ ４．３ ８．５

２０２２ ４．４ ３．６ ４．４ ５．８

９／２１

今回
２０２１ ５．７ ６．０ ５．３ ８．５

２０２２ ４．５ ３．９ ４．６ ５．８

変化幅
２０２１ ▲０．１ ▲０．９ １．０ ０．０

２０２２ ０．１ ０．３ ０．２ ０．０

IMF

７／２７ 前回
２０２１ ６．０ ７．０ ４．６ ８．１

２０２２ ４．９ ４．９ ４．３ ５．７

１０／１２

今回
２０２１ ５．９ ６．０ ５．０ ８．０

２０２２ ４．９ ５．２ ４．３ ５．６

変化幅
２０２１ ▲０．１ ▲１．０ ０．４ ▲０．１

２０２２ ０．０ ０．３ ０．０ ▲０．１

図表２７ 道内への外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）

図表２６ 図表２８２０２１年・２０２２年世界経済見通し
（実質GDP、年間の増減率％、ポイント）

利用交通機関別の来道客数

（資料：OECD、IMF） （資料：�北海道観光振興機構）

２０２２年度北海道経済の見通し
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ン配布などの観光需要喚起策、２０２２年１月以

降に予定されているGoToキャンペーン再開

などの効果により来道客数が再び回復し、道

外客による観光消費額も回復が見込まれる。

総じてみれば、道内からの移輸出は前年を

上回ることが見込まれ、道内総生産（実質）

を押し上げよう。

（Ｂ）移輸入

２０２１年４～１０月の貿易統計（函館税関）を

みると、財の輸入額は、「原油・粗油」「魚介

類・同調製品」などが増加し、前年同期を

９１．５％上回って推移している（図表２９）。輸

入数量も、品目による濃淡はみられるが、

「原油・粗油」などを中心に多くの品目で前

年から増加している。特に原油については、

世界的な需要回復により足元の価格が高騰し

ているため、名目輸入額を大きく押し上げて

いる。

２０２２年度を展望すると、経済活動の活発化

に伴い道内需要（中間需要・最終需要）は増

加が見込まれるが、外需の回復に伴う輸出の

伸び幅が大きいことから、道内の移輸入は、

移輸出に比べ小幅な増加となることが見込ま

れる。これを受けて、財貨・サービスの移輸

入（純）はプラス成長に転じよう。

この結果、財貨・サービスの移出入（純）

は、実質経済成長率３．２％、名目成長率１．７％

となろう。

４．道内総生産（生産側）の動向

（１）一次産業

２０２１年度は、農業耕種部門では、米・小麦

などは作況は順調であるものの、コロナ禍の

影響から過剰在庫となり価格は低下しており

（図表３０）、生産額は前年下回りが予想され

る。野菜類については、いも・たまねぎなど

は生育不良の影響などから価格高騰がみられ

る一方、価格が低下している品目もあり、総

じてみると生産額は前年を下回る見込みであ

る。畜産部門では、生乳生産量は増加基調が

続いているが（図表３１）、コロナ禍の影響に

図表３０ 米の相対取引価格

（資料：農林水産省）
※「北海道内３銘柄」は、「ななつぼし」「ゆめぴりか」「きらら
３９７」の価格を各月の取引数量によって加重平均したもの。

図表２９ 図表３１貿易動向 生乳生産量（北海道）

（資料：農林水産省「牛乳乳製品統計」）
※各月の日数で割った１日当たりの値（資料：函館税関）

２０２２年度北海道経済の見通し
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より脱脂粉乳やバター等の在庫が増加し、足

元では生乳出荷抑制の動きがみられている。

一方、肉用牛はコロナ禍により下落していた

枝肉価格が外食需要の回復などから持ち直し

ており（図表３２）、生産額は前年上回りが見

込まれる。総じてみれば農業の総生産は前年

下回りが見込まれる。林業は、持家や分譲戸

建といった木造メインの住宅着工戸数が前年

上回りで推移しているほか、輸入木材の価格

上昇を受けて国産木材や道産木材の価格も上

昇しており（図表３３）、生産額は前年上回り

が見込まれる。水産業は、主要魚種であるホ

タテガイでは、主力産地である噴火湾・オ

ホーツク海ともに水揚げが順調に推移してお

り、また主に中国向けの輸出数量の増加を背

景に価格も上昇していることから、生産額は

前年上回りが見込まれる。秋サケでは、赤潮

によるへい死被害などがあったものの、足元

の漁獲量は前年上回りで推移しており、価格

が上昇していることから生産額は前年上回り

が見込まれる。その他、サンマ・スルメイカ

の漁獲量は不漁が続いており前年下回りが見

込まれる。赤潮による影響で道東のウニや、

日高地方のツブ・タコなどが被害を受けてい

ることは下押し要因となるものの、総じてみ

れば、水産業の総生産は前年上回りが見込ま

れる。

２０２２年度は、農業の耕種部門の作況が平年

並みとすると、農林水産省が公表した２０２２年

度の全国の米の適正生産量は前年下回り（面

積換算で約３％の減産）としており、北海道

においても作付面積の減少が想定される。ま

た過剰在庫の状況にあることからも価格の上

昇が見込みにくく、生産額は減少が見込まれ

る。小麦は、令和４年産の民間流通麦の落札

価格をみると、北海道産は全銘柄の価格が低

下しており（図表３４）、生産額は減少が予想

される。野菜類では、天候不順が無ければ収

穫量や価格は平年並みに戻ることが予想され

る。畜産部門では、生乳生産量は脱脂粉乳な

どの在庫の増加を背景に、農業団体では生産

抑制方針が協議されており、生産額の伸びは

図表３３ 木材価格の推移（全国）

（資料：農林水産省「木材価格統計調査」）
※すぎ中丸太（径１４．０～２２．０cm、長３．６５～４．０m）の価格

図表３２ 図表３４和牛去勢（A‐３）枝肉卸売価格
（東京卸売市場）

播種前入札における民間流通麦
（北海道産）の指標価格推移

（資料：農林水産省「食肉流通統計」） （資料：一般社団法人 全国米麦改良協会）
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鈍化することが見込まれる。一方、肉用牛に

ついては、人出の回復に伴う外食需要の回復

から枝肉価格が堅調に推移することが予想さ

れ、生産額は前年を上回ることが見込まれ

る。総じてみれば、農業の総生産は前年比▲

１．０％となろう。林業は、道内においては、

持家や分譲戸建といった木造メインの住宅着

工戸数は引き続き増加が見込まれることか

ら、総生産は前年比＋０．５％となろう。水産

業は、主要魚種であるホタテガイはへい死被

害などが起きなければ前年に続き順調な水揚

げが見込まれることから、生産額は増加を見

込んでいる。一方、サケ・サンマ・イカなど

は海水温の上昇や資源の減少などを背景に不

漁が続く見込みにあり、前年並みの漁獲量を

想定した。近年、漁業生産の低迷が続いてい

る中で、２０２１年度に発生した赤潮による被害

が今後の漁業生産に影響を与えることが懸念

材料とはなるが、総じてみれば水産業の総生

産は前年比＋３．４％となろう。

この結果、一次産業の総生産は前年比▲

０．２％となろう。

（２）二次産業

製造業をみると、道内の主力である「食料

品工業」は中国向けを中心とした水産加工食

品の輸出回復や、生乳の需給緩和に伴うバ

ターなどの乳加工製品の増産のほか、外食需

要の緩やかな回復などを背景に、生産額の増

加が見込まれる。「パルプ・紙・紙加工品」

は、製紙工場の相次ぐ撤退などを背景に生産

額の減少が見込まれる。２０２０年度に高炉改修

や製油所の定期改修工事を行い落ち込みがみ

られた「一次金属」「石油・石炭製品」は、

２０２１年度は高炉・製油所の通年稼働が再開さ

れたほか、原材料価格が上昇しており、生産

額は増加が見込まれる。また、「輸送用機

械」は米国向けを中心に自動車の部分品の海

外需要は高まりがみられており、世界的な半

導体不足といった下押し要因は内包している

ものの、前年比では大幅な上回りが見込まれ

る。総じてみれば製造業の総生産は前年を上

回ろう。

２０２２年度を展望すると、「食料品工業」は

生乳需給調整などの下押し要因は内包してい

るものの、水産漁獲量は前年上回りが見込ま

れることから、生産額は増加が見込まれる。

「パルプ・紙・紙加工品」は２０２０年度の製紙

工場撤退の影響が通年に渡ることから、生産

額は前年を下回ることが見込まれる。「輸送用

機械」は、世界的な半導体不足が続いた場合

は下押し圧力がかかるものの、米国向けを中

心に自動車の部分品の需要は強く生産額は前

年上回りが見込まれる。また、道内の民間設

備投資の増加に伴い「金属製品」「窯業・土石

製品」などの需要が高まり生産量の増加が見

込まれる。総じてみれば、製造業の総生産は

前年比＋１．２％となろう。

２０２１年度の建設業は、住宅では、コロナ禍

による営業活動の制約緩和のほか、住宅ロー

ン減税特例措置などの新規住宅取得支援政策

の後押しもあって、着工戸数は前年比上回り

が見込まれる。民間設備投資では、札幌市中

心部の再開発事業の進展が押し上げ要因とな

る一方、製造業を中心に前年の大型投資の影

響が剥落することから、前年下回りが見込ま

れる。公共工事では、災害復旧工事の一巡な

どがあるものの、「防災・減災、国土強靭化

のための５か年加速化対策」の予算計上によ

り堅調な推移が見込まれる。資材価格の上昇

分を受注価格に円滑に転嫁できなければ、中

間投入額の増加から総生産への下押し要因と

２０２２年度北海道経済の見通し
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なり得るが、総じてみれば建設業の総生産は

前年を幾分上回ろう。

２０２２年度の建設業を展望すると、住宅で

は、２０２２年度税制改正により住宅ローン減税

特例措置の所得税控除幅の圧縮検討や、新規

住宅取得支援政策の終了によって住宅着工戸

数の押し上げ効果は剥落するものの、持家や

分譲戸建を中心に住宅取得ニーズは底堅く推

移することが見込まれ、住宅着工戸数は前年

を幾分上回ることが見込まれる。民間設備投

資では、コロナ禍の影響により２年連続で落

ち込んだ反動に加え、札幌市中心部の再開発

事業の進展が押し上げ要因となり、前年上回

りが見込まれる。公共工事では、高水準で

あった２０２１年度と比較すると補正予算を合わ

せた１５か月予算では前年を下回る見込みにあ

るものの、増加が見込まれる北海道新幹線の

建設事業費などを考慮すると、前年横ばい圏

での推移が見込まれる。総じてみれば、建設

業の総生産は前年比＋２．８％となろう。

この結果、二次産業の総生産（名目）は前

年比＋１．９％となろう。

（３）三次産業

２０２１年度は、卸売・小売業では、本年４～

５月の百貨店販売額は前年の反動から大幅に

増加、その後は前年を下回り低水準が続いて

いたものの、日本百貨店協会の地域別売上高

をみると、緊急事態宣言解除後の本年１０月は

札幌地区では５か月ぶりに前年比プラスに転

じるなど回復の兆しがみられており、持ち直

しに向かうことが見込まれる。スーパー・ド

ラッグストアの販売額をみると、本年４～９

月までは前年比微減・横ばい圏内と巣ごもり

需要や衛生関連消費については一服感がみら

れるものの、底堅く推移している。世界的な

半導体不足を背景に新車販売に影響が出てい

ることや、弱さが続く雇用環境、伸び悩みが

みられる所得環境などが下押し要因としてあ

る一方、困窮世帯や子育て世帯向けの現金給

付などの大規模な経済対策が閣議決定されて

おり、２０２１年度後半の個人消費を押し上げる

ことが見込まれ、総じてみれば生産額は前年

を上回ることが見込まれる。観光関連の宿

泊・飲食サービス業や旅客運輸業では、前年

GoToキャンペーンなどが実施されていた夏

場に今年度は緊急事態宣言が発出されるな

ど、依然コロナ禍の影響を受け厳しい推移と

なっているものの、本年９月末で緊急事態宣

言が解除され、どうみん割が再開されたこ

と、２０２２年初頭よりGoToキャンペーンが再

開予定であることなどから、年度後半にかけ

ては持ち直しが見込まれる。もっとも、イン

バウンド客の回復見込みは立っておらず、来

道客数をみてもコロナ禍以前の水準と比較す

ると依然として低調であることから、持ち直

しは限定的なものとなることが見込まれる。

保健衛生・社会事業では、ワクチン接種の進

展により通院・受診控えは徐々に和らいでお

り、緩やかな回復が見込まれる。情報通信業

では、携帯料金の引き下げによる押し下げ効

果が予想されるものの、コロナ禍による官民

でのDXの加速によるソフトウェア投資や通

信環境の整備などの需要が見込まれ、堅調に

推移しよう。その他のサービス業について

も、ワクチン接種の進展に伴い、対面型の

サービス業を中心に緩やかな回復が見込まれ

る。総じてみれば、三次産業の総生産は前年

上回りを見込む。

２０２２年度は、卸売・小売業では、巣ごもり

需要の剥落などからスーパー等の販売額は前

年下回りが予想されるものの、消費者マイン

２０２２年度北海道経済の見通し
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ドの持ち直しや人出の回復などを背景に百貨

店販売額は前年上回りが見込まれる。また、

前述の経済対策により２０２２年度前半の個人消

費押し上げが見込まれることから、総じてみ

れば生産額は前年上回りが見込まれる。観光

関連の宿泊・飲食サービス業や旅客運輸業で

は、インバウンド客の回復こそ見込めないも

のの、GoToキャンペーンのような年度を跨

いだ需要喚起策による押し上げ効果が見込ま

れるほか、消費者マインド・人出の回復に伴

い過年度の自粛の反動による宿泊・飲食サー

ビスの利用増加が見込まれる。保険・衛生事

業では、ワクチン３回目接種の開始に伴い通

院・受診控えが更に和らいでいくことが予想

されるほか、２０２２年度以降、団塊世代が７５歳

以上の後期高齢者となり始めることにより医

療費・介護費の増加が想定されることから、

前年上回りが見込まれる。その他のサービス

業についても、コロナ禍が再拡大するような

事態とならなければ、対面型のサービスを中

心に持ち直しが続くことが見込まれる。

この結果、三次産業の総生産（名目）は前

年比＋３．８％となろう。

２０２２年度北海道経済の見通し
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統計表１ 道内総生産（支出側）
（単位：億円、％）

項 目

名 目 値 （ ）内は前年度比伸び率 実 質 成 長 率

２０２０年度

（実績見込み）

２０２１年度

（見通し）

２０２２年度

（見通し）
２０２０年度 ２０２１年度 ２０２２年度

民間最終

消費支出

１１６，０２２

（△４．２）

１１８，４５８

（２．１）

１２２，８３２

（３．７）
△４．１ ２．５ ３．１

政府最終

消費支出

５３，３４４

（１．６）

５４，８３８

（２．８）

５５，４３８

（１．１）
２．３ １．６ ０．５

総固定

資本形成

４０，３１６

（△１．９）

４１，１５２

（２．１）

４２，０４７

（２．２）
△２．０ △１．１ １．２

住宅投資

設備投資

公共投資

７，１２２

（△２．１）

１５，８７３

（△５．３）

１７，３２０

（１．６）

７，６００

（６．７）

１５，７３０

（△０．９）

１７，８２２

（２．９）

７，７３７

（１．８）

１６，３３９

（３．９）

１７，９７１

（０．８）

△２．７

△４．９

１．３

０．７

△３．１

０．０

０．１

２．９

△０．０

財貨・サービ

スの移出入

（純）

△３０，９５９

（△１３．６）

△３２，２０７

（△４．０）

△３１，６５５

（１．７）
△２９．８ ４．７ ３．２

道内総生産

（支出側）

１９０，２３２

（△４．４）

１９３，７５１

（１．９）

２００，１７２

（３．３）
△５．０ ２．８ ３．０

統計上の不突合、在庫増を除いているので合計は道内総生産と一致しない。

統計表２ 実質成長率の増加寄与度
（単位：％）

項 目 ２０２０年度 ２０２１年度 ２０２２年度

民間最終消費支出

政府最終消費支出

総固定資本形成

△２．６

０．６

△０．４

１．６

０．５

△０．２

２．０

０．１

０．２

住宅投資

設備投資

公共投資

△０．１

△０．４

０．１

０．０

△０．３

０．０

０．０

０．２

△０．０

財貨サービスの移出入

（純）
△４．６ １．０ ０．６

道内総生産（支出側） △５．０ ２．８ ３．０

統計上の不突合、在庫増を除いているので合計は道内総生産と一致しない。

２０２２年度北海道経済の見通し
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統計表３ 道内総生産（生産側）
（単位：億円、％）

項 目
２０２０年度

（実績見込み）

２０２１年度

（見通し）

２０２２年度

（見通し）

前 年 度 比 伸 び 率

２０２０年度 ２０２１年度 ２０２２年度

一次産業

農 業

林 業

水 産 業

８，１６６

６，４９５

２４０

１，４３０

８，１７３

６，４５０

２４４

１，４７９

８，１６０

６，３８５

２４５

１，５２９

△２．４

△０．３

△５．８

△１０．４

０．１

△０．７

１．６

３．４

△０．２

△１．０

０．５

３．４

二次産業

鉱 業

製 造 業

建 設 業

３３，４０３

１９２

１８，４８３

１４，７２８

３４，７９５

１８４

１９，８５０

１４，７６２

３５，４６３

１９６

２０，０９４

１５，１７３

△３．９

△１．０

△７．８

１．４

４．２

△４．５

７．４

０．２

１．９

６．５

１．２

２．８

三次産業

電気・ガス・水道・
廃棄物処理業

卸売・小売業

運輸・郵便業

宿泊・飲食
サービス業

情報通信業

金融・保険業

不 動 産 業

専門・科学技術、
業務支援サービス業

公 務

教 育

保健衛生・
社会事業
そ の 他 の
サービス

１４６，９２７

６，１８１

２３，３９５

１２，１０２

３，７４８

７，０２２

６，８３７

２１，３３０

１５，５５０

１４，４６５

７，９２３

１９，９５７

８，４１７

１４９，０１８

５，８０９

２３，７１２

１２，６５５

４，２６８

７，１４８

６，９４２

２１，３７１

１５，９４６

１４，５１１

８，１０４

２０，０５６

８，４９６

１５４，７００

５，９７３

２４，３８６
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△１６．１
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△３．１

２．４

△５．３

△２．０

０．５

△５．３

△０．３

△４．２

１．４

△６．０

１．４

４．６

１３．９

１．８

１．５

０．２

２．５

０．３

２．３

０．５

０．９

３．８

２．８

２．８

１１．４

１７．２

１．４

１．５

２．０

２．０

１．７

４．４

３．５

４．７

道内総生産

（生産側）
１９０，２３２ １９３，７５１ ２００，１７２ △４．４ １．９ ３．３

四捨五入の関係や輸入品に課される税・関税、資本形成に係る消費税等を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

２０２２年度北海道経済の見通し

― ２５ ― ほくよう調査レポート ２０２２年１月号
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≪ポイント≫

○ 労働力不足からサービスの一部を削る「スキンプフレーション」がコロナ後に拡大する

○ スキンプフレーション回避のカギは、サービス特性の理解と、顧客との共同生産の導入

○ 顧客接点を多様化し、人手による作業を減らす「製品－サービス・システム（PSS）」

○ 経営学の一大潮流であるサービス・ドミナント・ロジックも共同生産の重要性を主張

１．はじめに：「スキンプフレーション」発生はホスピタリティ産業にとって脅威

国内では９月末で緊急事態宣言が解除され、新型コロナウイルス感染者数も減少傾向にありま

すが、世界的に見ると、南アフリカで新しい変異型（オミクロン型）が発見され、韓国では相変

わらず感染拡大が続いているなど、コロナ禍は未だ先が見えない状況です。

そのような状況下で、ホスピタリティ産業（外食、宿泊、交通、レジャーなどの対人サービス

業。医療・介護業界を含める場合もあります）は、外出自粛や三密回避の影響で、現在も大きな

打撃を受けています。ホスピタリティ産業はコロナ収束後に一息つけるわけではなく、さらに脅

威となるのは、労働力不足からサービス提供企業自らそのサービスの一部を削ることから発生す

る「スキンプフレーション」です。

Skimpflation（スキンプフレーション）は、「ケチケチした」という意味のskimpと、経済用語で

あるインフレーションをかけあわせた米国発の造語です。現在、米国ではホスピタリティ産業や

小売業などのサービス業界を中心に、主にコロナ禍がもたらした人手不足によって、今まで提供

されてきたサービスの一部が削られるという現象が表出しています。サービス商品は様々なサー

ビスをひとまとめにして値付けされていますので、表面的な価格が変わらずに「商品あたりサー

ビス要素の部分的縮減」が起これば、これは消費者にとっては値上げに他なりません。また、

サービス要素は削られなくとも、人手不足を言い訳にサービス提供までのコストパフォーマンス

（例えば「待ち時間」）が悪化すれば、サービスの質が低下したものと消費者は受け取ります。

インフレーションは物価上昇を意味しますが、スキンプフレーションは、名目的なサービス価

格は変わらなくても、今までは享受してきたはずのサービス要素が削られ、サービス品質が低下

しているために、消費者の側にとっては実質的な物価上昇に等しいという状態を示しています。

そこで値上げと認識されないように、企業側が価格も下げようとすると、どうしてもサービス

要素の一部を削ることになりますが、これは逆効果です。やむを得ず削ったサービス要素と、あ

えて削ったサービス要素とを、消費者が正しく識別できるわけではなく、その企業の提供する

サービスが文字通り「ケチケチした」印象になってしまえば、サービスを通じて消費者が得る満

コロナ後の「スキンプフレーション」発生の脅威
～サービスを削らず、顧客との共同生産を導入せよ～

経営のアドバイス

小樽商科大学 ビジネススクール
教授 内田 純一
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足度が下がり、スキンプフレーションはさらに加速してしまいます。

スキンプフレーションは日本ではまだなじみの薄い言葉で、検索エンジンGoogleで完全一致の

形の「“スキンプフレーション”」で検索しても５９件しかヒットしませんが、英語の「“skimpfla-

tion”」で検索すると２７，２００件もヒットしました（いずれも２０２１年１１月２６日に検索）。米国を中心

とした英語圏では既に社会問題として認識されていると考えられます。

しかし、コロナ禍以前から深刻な労働力不足に陥っていた日本では、コロナが収束しても十分

な労働力が得られない可能性が高いとみられます。ただでさえホスピタリティ産業は外国人労働

者や技能実習生、留学生アルバイトに労働力を依存してきましたので、たとえ日本国内でコロナ

が一定程度まで収束し、外食や旅行などの消費活動が活発化しても、労働力を回復させるにはさ

らなる時間を要するでしょう。そうなると、顧客が求めるサービスを提供することができず、か

なりの機会損失を発生させますし、労働力が不足するなかでホスピタリティ産業がなんとかサー

ビスを提供しようと模索するなかで、前述したようなスキンプフレーションに見舞われるかもし

れません。

残念ながら、労働力の確保のための即効性のある秘策はありません。しかし、サービスマネジ

メントの理論から、スキンプフレーションに対抗できるような戦い方を考案することはできます。

本稿では、「サービスを『削る』のではなく、顧客と『共同生産』すべき」、という論点をヒン

トに、コロナ後のサービス戦略を考えてみたいと思います。

２．サービス特性とサービス・パッケージ：有形要素でサービスを可視化する

筆者はビジネススクールでサービスマネジメントの講義を担当していますが、講義の最初の時

間で整理するのは「サービス特性」です。サービス特性は様々な整理方法がこれまで提出されて

きました。中でも最もよく言及されるのは、サービスがモノを主体とする取引とはどう異なるか

を浮き彫りにして特性を整理することです。すなわち、「無形性（Intangibility）」、「異質性（Het-

erogeneity）」、「同時性（Inseparability）」の３つがそれです（その頭文字をとって「IHI」とも呼

ばれます）。近年は、その３つに「結果と過程（Result and Process）」、そして「共同生産（Co-

Production）」という概念を加えることがサービス経営学の主流の考え方です。筆者はこれらを統

合・簡略化した３特性にまとめ、本誌の２０２１年１月号で以下のように紹介しています。

①プロセス（Process）：サービスは一連のプロセス（過程）によって生まれる

②不可分性（Inseparability）：サービスは多かれ少なかれ生産と消費が同時に起こる

③共同生産（Participants）：プロセスに顧客が組み込まれ、ときに顧客が共同生産者となる

ちなみに、一般的なサービス特性の整理における「無形性」の概念は、モノと対比した場合に

サービスを際立たせるには優れた分類なのですが、次の理由で完全にサービスが無形というわけ

ではないので上記からは外しています。つまり、サービス商品は確かに、モノ製品と違って可視

化できる要素が少なく、モノ製品のように触って実態を把握することが完全には難しいもので

す。とはいえ、例えば航空サービスのように、ファースト・クラスにおける客室乗務員の接客

は、乗務員による行為そのものであって不可視ですが、ファースト・クラスにはゆったりとした
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広いシートがあり、消灯時にはそれがフルフラットになったりするモノ的要素（有形要素）があ

ります。このことはコア・サービスである目的地への移動という要素（無形）をとりまく形で、

快適なソファ（有形）、上質な機内食（有形）、客室乗務員による気持ちのよい丁寧な接客（無

形）などといったサブ・サービスがぐるりと存在することを意味します。つまり、サービス商品

というのは、有形と無形にまたがる様々な要素をひとまとめにしたパッケージであるということ

です。このことをサービス経営学では「サービス・パッケージ」と呼んでいます。大手旅行代理

店や航空系旅行会社が提供するパッケージ・ツアーもその一例です。

有形要素というのは、コアとなるサービスの無形性を補完する存在です。例えば以前、日本の

航空会社が自社のファースト・クラスの良さを説明するために、サービス商品全体を事細かに説

明するのではなく、フルフラットシートの採用を前面に押し出した広告を打つことで、ファース

ト・クラスの上質さという捉えどころのない価値を訴求しようとしていました。つまり、サービ

ス商品は、無形性という性質を持っていて、その捉えどころのなさを補うために、サブ・サービ

スに過ぎないモノ的要素（これを「有形要素」と呼びます）をあえて強調して、コア・サービス

の魅力を顧客に対して効果的に伝えることが必要なのです。

翻って、今回の本題であるスキンプフレーションと一緒にこのことを考えてみましょう。

現在コロナ禍の経営難と人手不足から、コストカットや少ない従業員数でのオペレーションを

回すために、サービス要素を削っていく現象が顕在化しつつあります。しかし、サブ・サービス

のいくつかを削ってしまうことで、コア・サービスが無形要素だった場合に、その不可視的な魅

力を伝えるために必要な有形要素までも削減されてしまうかもしれません。これによりサービ

ス・パッケージ全体の価値を低く見せてしまっては、スキンプフレーションを加速させてしまい

かねません。

もし仮に、どうしてもサービス要素のどこかを削らなければならないときには、サービス・

パッケージを見渡し、その商品のコア・サービスの品質が優れているというシグナルとして作用

する要素（有形要素であることが多い）が残されているかをチェックしましょう。

３．サービス特性①：サービスの「結果」より「過程」にこだわった売り方をする

もう１つ、一般的なサービス特性の整理において言及される「異質性」も、筆者による特性整

理では外しています。ちなみに、この特性はサービスが人的な行為であることから必然的に派生

するもので、サービス提供者によってサービスの質が良くも悪くも変わってしまうことを、どち

らかというとネガティブに示した特性です。しかし、「良くも」変わってしまう、というところ

がより重要なのであって、筆者はサービス商品においては、その異質であるということを、むし

ろ魅力として訴求すべきだと考えているため、特性リストからは外しています。

異質性がもたらすマイナス点のうち、「結果」のバラツキへの対応については、筆者が本誌の

２０２１年１月号でも紹介したように、サービス品質を一定に保つ際に役立つ、品質管理に関する国

際標準規格（ISO９００１や、最近発行されたISO２３５９２とISO/TS２４０８２など）の認証を取得したり、

ガイドラインとして参考にしたりする選択肢があります。

本稿では、結果よりも「過程」に着目します。認証取得やその要求水準のクリアには時間とコ

ストが必要ですが、ここで紹介する方法はもっと低いハードルで取り組むことができるものです。
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具体例で考えてみましょう。ハンバーガーショップなどで提供される接客サービスは、いかに

マニュアル化されているとはいえ、提供する従業員によってその質が異なることは明らかです。

ときには自分の予想に反する接客態度をとられて腹の立つ経験をした方もいらっしゃるかもしれ

ません。その一方で、そのハンバーガーショップの味がとにかく好きなだけであって、従業員が

笑顔（スマイル）いっぱいでオススメのメニューを教えてくれるということにほとんど関心がな

い人もいるでしょう。後者のタイプの顧客にとっては結果品質だけが問題なわけです。

この例では、提供されるハンバーガーの質にバラツキがあることはほとんどないでしょう。こ

こで前者のタイプの顧客が腹を立て、問題にしたのは「過程品質」の方です。

ここで再びスキンプフレーションについて考えてみましょう。コロナ後にハンバーガーショッ

プが人手不足に陥ったとします。少ない従業員数でオペレーションを回した結果、従来のスマイ

ルは影をひそめ、待ち時間も長くなっていったとしたら、顧客はどう感じるでしょうか。

多くの人は著名なハンバーガー・チェーンで提供されるスマイルをともなった接客や、ファス

トフードの名の通り、（ファスト）素早く食事が提供される運営形態に対して、ハンバーガーの

味と同様の魅力を感じています。スマイル（「過程」）とハンバーガー（「結果」）はこのタイプの

サービス業態が、サービス・パッケージとして売ってきたといえるものです。つまり、ここで過

程品質の一部を下げてしまうことは、多くの人の期待を裏切ってしまうことになるわけです。

また、何より重大な危険性は、このような過程品質の軽視に舵を切ってしまうと、スキンプフ

レーションを助長してしまうということです。その理由は簡単です。ハンバーガーショップに

とって、もっとも原価が顧客にわかりやすいのはどこかを考えてみてください。それは明らかに

提供しているハンバーガーそのものです。バンズの原料、ハンバーグの原料である牛肉の等級な

どは味に現れるので容易に原価を想像できます。また、比較の対象としてもコンビニエンス・ス

トア等ではハンバーガー類の商品がいくらでも陳列されており、同一価格帯のライバル商品はた

くさん売られています。もしもハンバーガーだけの結果品質に偏ってしまうと、自社の戦場を自

らほかの小売店等の業態と同一の土俵に移すことにつながってしまいます。ホスピタリティを売

りにしてきた店舗のとるべき行動としてこれは最悪です。

すなわち、ライバル業態において過程品質が顧客から問われていないならば、むしろ自社の過

程品質はカットしてはいけないということになります。このことは、結果品質のばらつきが起こ

りにくい業態においては、なおさら心に留めるべきなのです。結果品質が均一ということは原価

がはっきりしているということであり、顧客に原価が見えにくい（コスト構造がわかりにくい）

部分にこそ付加価値の源泉があるということを忘れてはなりません。

４．サービスの特性②＆③：顧客をサービスプロセスに組み込んで「共同生産」を促す

筆者が整理した「不可分性」というサービス特性は、サービス商品の在庫を持つことができず、

サービス提供者と受給者が常に同じ場に存在するという、もともとは同時性と呼ばれたサービス

特性を、提供者と受給者の関係性の観点から強調した用語です。この同時性や不可分性は、美容

師によるカットやセットの作業を想像するとわかりやすいでしょう。美容師と顧客は確かに、髪

をカットされている間から、仕上げに髪をセットされているときまでずっと同じ場所にいて、同

じ時を過ごしています。つまり、生産と消費が同時に起こっています。このことは、前述の過程
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品質と結果品質が決まる瞬間も、両者が同じ場所に同時に居合わせることを意味しています。

しかし、この説明だと同時性という呼び方だけでも捉えられます。より強調される点は、顧客

は美容師に対して、より多くのリクエストをしたり、普段の自分の生活スタイルをさりげなく日

常会話の形で伝えたりすることで、美容師側が顧客の真の要望を理解し、自分が気に入る髪型に

近づくことができる点です。このことはただ同時にその場にいる、ということ以上の現象を指し

ています。その証拠に、美容室でただ黙ってヘアカタログの中から好みの髪型を指さすだけで

は、きっと思い通りの髪型にはならないでしょう。

この不可分性の特性が存在するゆえに、サービスは大量生産に向かず、製造業のように規模の

経済性を目指すことが難しいということが示されます。こう説明するとデメリットのようです

が、顧客がサービス提供の場に常にいるということは、顧客接点（英語圏では「タッチポイン

ト」と呼ばれています）が、常に確保できるということで、これは大きなメリットにつながりま

す。

つまり、マスに対する大量生産ではなく、個に対するカスタマイズに商品価値が見いだされて

いる場合は、カスタマイズは多くの情報を多様なチャネルから収集したほうが成功するので、む

しろメリットに転じるということなのです。例えば、フランス料理店でソムリエがオススメする

ワインを味わう際、あらかじめ自分の体調や気分を伝え、今回はどのような利用機会（何かの記

念日であるとか）なのかの情報を与えておけば、素敵なワインを選んでくれる可能性は俄然高ま

ります。つまり、顧客が店側のサービス生産に協力しなければ高い満足につながりません。

このように、価値の「共同生産」は不可分性の特性を活かすことで生まれるため、「顧客を

サービス生産プロセスに組み込んだ」形でサービスを創出すべき、といえるのです。

ところで、この共同生産の概念は、ホスピタリティ産業でありながら、顧客をサービス生産に

参画させてこなかった業界にこそ必要とされています。次章以降では、共同生産を促すことで、

スキンプフレーション発生に対する一定の抑止力になることを説明いたします。

５．顧客接点の多様化を目指す「製品‐サービス・システム（PSS）」の導入

共同生産の導入とスキンプフレーション回避の両立を目指す場合の参考事例として紹介したい

のが、医療行為の１つであるリハビリテーションにおけるサービス共同生産です。医療サービス

の中でもリハビリは、顧客接点が増えることで、患者をサービス生産プロセスに組み込みやすく

なる、サービス共同生産による価値創出がしやすい分野なのです。

そもそもリハビリは、怪我や病気により身体の機能の一部が損なわれ、その回復を目指す際に

行われる治療行為ですが、回復とその後の機能維持という患者生活の全体像のなかで、理学療法

士や作業療法士が関わって行うリハビリと、患者自身による自発的なリハビリが繰り返されま

す。その間は、専門医による要所要所での介入が行われます。この介入行為において必要なの

は、正しい情報であると同時に、多様なチャネルから採取された情報です。

医師が効果的な介入をするには、リハビリの進捗が正しく伝わっていることが必要条件となり

ます。病院内でリハビリ・スタッフが行う場合は正しく記録されています（これも手書き入力が

多く、改善の余地があります）が、患者の自主リハビリの情報はそうはいきません。リハビリ時

にどこが痛んだか、どの程度の負荷をかけたか、その時に家族の介助はあったかなど、実は多様
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な情報を収集することで、医師による診断精度は向上するはずです。しかし実際には、患者側に

適切な情報収集と記録、さらにはそれを正しく医師に伝える能力が不足していて、多様な情報を

もとに総合的な判断を下すことはなかなか難しいのです。これを改善するために、適切に記録し

てくれる医療器具を導入したり、最近ではスマートフォンのアプリを記録に使ったりするなど、

患者が使いやすい形でのモノ的なサービス装置の導入が試行錯誤されています。

このように、顧客接点を多様化させることで、サービス改善が見込める応用分野に対する研究

が世界中で進められています。この研究分野は、製品‐サービス・システム（Product-Service Sys-

tem：PSS）と名付けられ、医療分野だけでなく旅行分野など、様々なホスピタリティ業界への

応用を意図した研究が行われています。いずれも顧客接点が増えることや、あるいはサービス導

入時のハードルを下げるための努力が、結果として共同生産によって生み出される価値を（過程

と結果の両面で）高めていくことが目指されています。

６．まとめ：サービス・ドミナント・ロジック（SDL）も共同生産の重要性を提唱

サービス特性のうち、最後に紹介した「共同生産」の概念は、最新のサービス経営学の中核を

なすものです。具体的には、現在のサービス経営学界において、理論的潮流として影響力が大き

いのが、北米の経営学者であるロバート・F・ラッシュ教授とスティーブン・L・バーゴ教授の

二人が提唱し始めた「サービス・ドミナント・ロジック（略称：SDL）」です。彼らが２００４年に

初めてSDLに関する論文を発表すると、多くの賛同者を世界中から集め、現時点では２０１６年に改

訂されたバージョンを軸に、サービスに関する包括的な論理の枠組みを提供しようとしていま

す。

SDL（２０１６年改訂版）は、５つの公理とそこから派生する１１の基本的前提を置いて、彼らが

サービス・ドミナント・マインドセットと名付ける、ビジネスをまなざす際のレンズをしっかり

と定めています。長大な論理なので詳しい理解を目指す方は別途参考文献をご覧いただくとし

て、ここでは、その考え方を筆者なりにフォーカスして、以下の４点にまとめておきます。

１．取引上の基盤：サービスが取引の基盤で、交換価値より使用価値・文脈価値が重要である

２．価値の作り手：価値は常に顧客を含む複数の企業の相互作用により共創される

３．価値の提案法：企業側が価値提供するのではなく、価値の創造と提案に参加している

４．顧客の捉え方：サービス中心の考え方は、顧客志向的でかつ関係的である

１．から順に説明しましょう。SDLのレンズでビジネスを見ると、製造業だろうがサービス業

だろうが、取引上の基盤は全てサービスということになります。これは最近の製造業者が、モノ

を売っているように見えて、実際はそのモノが安定的に使用できる状態をサービス価値（使用価

値）として提供している、と説明するとわかりやすいと思います。さらに言えば、顧客それぞれ

によってその使用する事情（文脈）が違うので、より個人にカスタマイズされたサービス価値

（文脈価値）が必要になる、ということでもあります。

２．に関して、これまで「価値の作り手」は企業の側にいるとされてきました。しかし、既に

説明したように、企業だけが作り手となるより、共同生産されたサービスのほうが顧客の満足を
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引き出しやすいのです。もちろん、顧客と企業との相互作用は、適切な顧客接点が豊富にあっ

て、そこから得られる情報を活かすことでカスタマイズの精度があがり、より促進されていきま

す。

３．であげた「価値の提案法」も、従来は企業側だけが価値提供すると考えられてきました。

しかし、この考え方に凝り固まると、顧客による価値提案への機会を逃してしまいます。価値を

創造する際だけでなく、価値を提案する際にも共同生産は可能です。既に説明したように、サー

ビスとは交換価値ではなく、使用価値や文脈価値によって価値が決まるものです。この価値は顧

客自身が決めるわけですから、そのヒントを企業側に提供してもらうにこしたことはありませ

ん。

４．は、上記１．～３．における顧客の捉え方が全て、売り上げ至上主義のような販売志向では

決してなく、顧客志向的であることを説明しています。顧客との継続的な関係性によって、企業

側が顧客にもたらす提案の精度も高まるので、両者は関係的に深化することが望ましいのです。

以上のように、SDLが焦点とする考え方のほとんどは、顧客との「共同生産」を前提としてい

ます。そもそも現代の商取引はいまや全てサービスを基盤としているのであって、顧客に何らか

の形で参加してもらうことでサービス商品としての価値を生んでいるとすれば、サービスを削る

という発想は決して得策とは言えない、ということなのです。

ならばどうすべきか。サービスを削る代わりに、共同生産をもっと活用するべきです。実は顧

客が共同生産に参加することは、企業側のマーケティング・コストを押し下げる効果がありま

す。現代の消費社会は、企業が新商品開発のために膨大なマーケティング・コストをかけても、

顧客の真のニーズは結局わからないと言われて久しい時代です。ところが、サービス価値という

のは、そもそも共同生産によってこそ高い価値が生まれるものなのですから、サービス生産プロ

セスのなかで顧客ニーズを理解すると割り切ればよいのです。先のリハビリの事例でも、PSSの

導入によって、人的な労力を削減すると同時に、顧客接点の多様化を狙っていました。顧客接点

が多様にあれば、顧客ニーズを収集することは決して難しくはないのです。

まとめになりますが、コロナ後のスキンプフレーションの脅威を前にして、何らかのサービス

要素を闇雲に、そして全く理論武装せずに削ってしまおうとすることだけは避けるべきです。顧

客との共同生産を重視すれば、マス・マーケティングのコストを削ることができます。なによ

り、共同生産を重視するサービス・ドミナントな考え方こそが現代経営学の最新潮流なのです。
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鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１７年度 １００．３ ０．５ １０３．５ ２．９ １０１．４ ２．０ １０２．４ ２．２ ９８．０ ６．２ ９８．７ ５．１
２０１８年度 ９８．２ △２．１ １０３．８ ０．３ ９８．２ △３．２ １０２．６ ０．２ １０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２
２０１９年度 ９２．７ △５．６ ９９．９ △３．８ ９２．２ △６．１ ９８．９ △３．６ １０８．８ ７．５ １０１．７ ２．８
２０２０年度 ８３．３ △１０．１ ９０．４ △９．５ ８３．３ △９．７ ８９．２ △９．８ ８５．３ △２１．６ ９１．７ △９．８

２０２０年７～９月 ７９．８ △２．３ ８８．８ ９．０ ８０．１ △０．９ ８７．８ ９．２ １０３．０ △８．２ ９７．６ △３．２
１０～１２月 ８４．４ ５．８ ９３．９ ５．７ ８４．４ ５．４ ９３．０ ５．９ ９１．７ △１１．０ ９６．０ △１．６

２０２１年１～３月 ８７．２ ３．３ ９６．６ ２．９ ８７．７ ３．９ ９４．９ ２．０ ８８．０ △４．０ ９４．８ △１．３
４～６月 ９０．１ ３．３ ９７．７ １．１ ９２．８ ５．８ ９５．６ ０．７ ８６．７ △１．５ ９５．７ ０．９
７～９月 r ９０．７ ０．７ ９４．１ △３．７ r ９１．９ △１．０ ９１．７ △４．１ r ８８．７ ２．３ ９８．１ ２．５

２０２０年 １０月 ８３．８ ５．３ ９３．５ ２．１ ８４．４ ５．５ ９２．７ ２．２ ９８．２ △４．７ ９６．６ △１．０
１１月 ８４．４ ０．７ ９４．２ ０．７ ８４．１ △０．４ ９３．５ ０．９ ９３．９ △４．４ ９５．４ △１．２
１２月 ８５．０ ０．７ ９４．０ △０．２ ８４．６ ０．６ ９２．９ △０．６ ９１．７ △２．３ ９６．０ ０．６

２０２１年 １月 ８６．８ ２．１ ９６．９ ３．１ ８６．０ １．７ ９５．６ ２．９ ９２．０ ０．３ ９５．１ △０．９
２月 ８７．２ ０．５ ９５．６ △１．３ ８８．２ ２．６ ９４．４ △１．３ ８９．２ △３．０ ９４．４ △０．７
３月 ８７．６ ０．５ ９７．２ １．７ ８９．０ ０．９ ９４．８ ０．４ ８８．０ △１．３ ９４．８ ０．４
４月 ８９．７ ２．４ １００．０ ２．９ ９２．０ ３．４ ９７．７ ３．１ ８７．３ △０．８ ９４．７ △０．１
５月 ８９．２ △０．６ ９３．５ △６．５ ９２．８ ０．９ ９２．３ △５．５ ８７．７ ０．５ ９３．７ △１．１
６月 ９１．３ ２．４ ９９．６ ６．５ ９３．５ ０．８ ９６．７ ４．８ ８６．７ △１．１ ９５．７ ２．１
７月 ９３．９ ２．８ ９８．１ △１．５ ９４．９ １．５ ９６．４ △０．３ ８７．５ ０．９ ９５．０ △０．７
８月 ９０．７ △３．４ ９４．６ △３．６ ９１．８ △３．３ ９２．２ △４．４ ８７．３ △０．２ ９４．９ △０．１
９月 r ８７．５ △３．５ ８９．５ △５．４ r ８８．９ △３．２ ８６．６ △６．１ r ８８．７ １．６ ９８．１ ３．４
１０月 p８６．３ △１．４ ９１．１ １．８ p８７．０ △２．１ ８８．７ ２．４ p９０．５ ２．０ ９８．７ ０．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１７年度 ９６２，１２１ ０．９ １９６，２５２ ０．５ ２０１，２９１ △０．８ ６５，３５４ △０．４ ７６０，８３０ １．３ １３０，８９８ １．０
２０１８年度 ９６５，８７１ ０．４ １９５，４７７△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９８１ △２．１ ７６５，４１１ ０．６ １３１，４９７ ０．５
２０１９年度 ９５６，６０６△１．４ １９３，４５７△１．６ １８６，２９０ △７．１ ６０，４２５ △５．６ ７７０，３１７ ０．１ １３３，０３２ ０．２
２０２０年度 ９７０，２４１△３．４ １９６，３０１△５．１ １３５，１５２ △２７．５ ４５，６１２ △２４．５ ８３５，０８９ ２．０ １５０，６８９ ２．９

２０２０年７～９月 ２４２，７０２△４．１ ４９，４８１△５．８ ３６，１４３ △２５．１ １１，６５３ △２５．４ ２０６，５５９ ０．８ ３７，８２８ ２．４
１０～１２月 ２６２，０２２△１．６ ５４，１２０△１．２ ４１，６４３ △２１．６ １４，８２５ △１１．６ ２２０，３７９ ３．５ ３９，２９５ ３．６

２０２１年１～３月 ２３７，０２３△１．４ ４７，９５３△２．１ ３５，９３１ △９．９ １１，７３６ △１０．１ ２０１，０９３ ０．２ ３６，２１７ ０．６
４～６月 ２３４，１１９ ２．５ ４７，３５６ ５．８ ２９，３８５ ３７．１ １０，４２２ ４０．９ ２０４，７３４ △１．１ ３６，９３５ △１．１
７～９月 ２３９，５８４△１．３ ４８，７７９△１．４ ３２，７５９ △９．４ １１，０９９ △４．８ ２０６，８２５ ０．１ ３７，６７９ △０．４

２０２０年 １０月 ７８，５６０ ３．１ １６，３０３ ４．０ １２，８８４ △７．４ ４，１６３ △２．５ ６５，６７６ ５．３ １２，１４０ ６．０
１１月 ８０，２９８△２．６ １６，７８１△３．２ １１，４４３ △３０．６ ４，６２８ △１５．１ ６８，８５５ ４．４ １２，１５３ ２．６
１２月 １０３，１６４△４．０ ２１，０３６△３．３ １７，３１６ △２３．９ ６，０３４ △１４．５ ８５，８４８ １．４ １５，００２ ２．４

２０２１年 １月 ８０，６２４△５．６ １６，２８４△５．８ １１，２３３ △３６．３ ３，６３６ △３０．２ ６９，３９１ ２．５ １２，６４８ ４．９
２月 ７４，６６１△２．４ １４，９６９△３．３ １１，０００ △９．４ ３，５８１ △１１．８ ６３，６６１ △１．４ １１，３８７ △０．８
３月 ８１，７３９ ４．２ １６，７０１ ２．８ １３，６９７ ３６．０ ４，５１９ １９．３ ６８，０４１ △０．５ １２，１８２ △２．２
４月 ７７，９４２ ７．８ １５，５２６ １５．７ １０，８０１ ９９．７ ３，５３６ １５３．１ ６７，１４２ ０．４ １１，９９０ △０．２
５月 ７６，７６７ ３．７ １５，４１０ ６．０ ８，０８４ １１６．３ ２，７６８ ５８．８ ６８，６８３ △２．３ １２，６４２ △１．２
６月 ７９，４１０△３．４ １６，４２０△２．２ １０，５０１ △１４．５ ４，１１８ △３．３ ６８，９０９ △１．４ １２，３０３ △１．８
７月 ８２，１３４ ０．１ １７，１３７ １．３ １２，０８６ △５．０ ４，４５８ ２．６ ７０，０４９ １．１ １２，６７９ ０．８
８月 ８０，８７６△２．７ １６，０７９△４．８ ９，７７０ △１４．４ ３，１０２ △１３．９ ７１，１０６ △０．８ １２，９７７ △２．３
９月 ７６，５７４△１．３ １５，５６３△０．７ １０，９０４ △９．１ ３，５４０ △４．５ ６５，６７０ ０．１ １２，０２４ ０．４
１０月 ８０，２７２ ２．２ １６，５１８ １．３ １３，３６３ ３．７ ４，２６５ ２．５ ６６，９０９ １．９ １２，２５２ ０．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。
■２０２０年３月に対象事業所の見直しを行ったため、これに関わる前年（度、同期、同月）比増減率は、ギャップを調整するリンク
係数で処理した数値で計算している。

主要経済指標（１）

― ３３ ― ほくよう調査レポート ２０２２年１月号
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年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１７年度 １４１，３７７ ３．２ ４３，３４８ ３．３ ２５５，３３１ ５．３ ６１，５０３ ６．４ １３０，２８９ ０．６ ３２，９０８ △０．４
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，２０３ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，６６７ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７７５ △０．４
２０１９年度 １４９，０７０ ２．８ ４５，２１１ ２．２ ２８３，４９０ ６．６ ７０，０９６ ７．１ １３３，４０９ △０．４ ３３，０１０ ０．７
２０２０年度 １５５，９６１ ４．６ ４９，１５７ ８．４ ２８１，６９０ △０．６ ７２，３５０ ３．２ １４０，４４９ ５．３ ３５，２２１ ６．７

２０２０年７～９月 ３８，２８３△１４．８ １２，７４８△４．６ ７２，６６１ ０．４ １８，４５６ １．８ ３５，５９４ △０．１ ８，９７８ ４．０
１０～１２月 ４１，５１３ ２１．４ １２，６０２ ２１．６ ７０，６２６ ０．７ １８，１６３ ６．３ ３６，９０８ ７．９ ９，０６７ ８．１

２０２１年１～３月 ３９，７２３ ８．３ １２，２１０ １０．９ ６７，３１１ △７．３ １７，３５３ △２．８ ２７，０１８ ４．２ ７，６５４ ３．５
４～６月 ３４，７４２△４．７ １１，１２６△４．１ ７０，５２４ △０．８ １８，３６７ △０．１ ４０，４１１ △１．３ ９，０９３ △４．５
７～９月 ３９，４７３ ３．１ １１，６７０△８．５ ７３，３０２ ０．９ １８，８１４ １．９ ３５，６１０ ０．０ ８，３６６ △６．８

２０２０年 １０月 １１，８５８ ３４．４ ３，４４４ ２９．０ ２３，０９２ △７．５ ５，８１３ ７．２ １１，４３３ １１．３ ２，７９７ ９．７
１１月 １３，６７３ ２９．０ ４，００４ ２５．３ ２３，７１５ ９．８ ５，８４７ ７．０ １１，６６２ ５．１ ２，８２１ ７．３
１２月 １５，９８２ ８．２ ５，１５４ １４．７ ２３，８１９ １．０ ６，５０３ ５．０ １３，８１３ ７．５ ３，４４８ ７．６

２０２１年 １月 １３，５４４ ０．８ ４，３０６ １１．４ ２４，１８６ △１．２ ５，８５４ ３．０ ９，１６７ １２．０ ２，５７６ １０．７
２月 １１，３０５ １０．３ ３，４９２ ７．２ ２２，１６９ △９．６ ５，５５１ △８．５ ７，６７９ △３．０ ２，３４４ △０．１
３月 １４，８７４ １４．５ ４，４１３ １３．６ ２０，９５６ △１１．１ ５，９４７ △２．４ １０，１７２ ３．６ ２，７３３ ０．４
４月 １１，５４１ １５．８ ３，５２０ １４．５ ２３，４２６ １．１ ６，０１０ △２．８ １２，８１８ ４．５ ３，０３４ １．６
５月 １１，５１９ １．４ ３，８２０ ０．７ ２２，６７５ △２．０ ６，１８２ １．９ １４，４８５ △３．２ ３，２２８ △４．７
６月 １１，６８２△２２．７ ３，７８６△１９．９ ２４，４２３ △１．４ ６，１７５ ０．８ １３，１０８ △４．３ ２，８３１ △１０．１
７月 １４，７０９ １４．５ ４，４２２△２．９ ２４，０２６ △０．９ ６，３３９ ２．２ １３，１７３ １．５ ２，９４０ △２．４
８月 １２，６７２△４．４ ３，６９７△１８．３ ２５，１３５ ２．３ ６，４４２ ０．５ １１，６０２ △４．４ ２，７７２ △１４．０
９月 １２，０９２△０．８ ３，５５１△３．３ ２４，１４１ １．３ ６，０３３ ３．２ １０，８３５ ３．３ ２，６５４ △３．２
１０月 １１，８１５△０．４ ３，５１１ １．９ ２２，８９９ △０．８ ６，０８８ ４．７ １１，６６５ ２．０ ２，８０９ ０．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。
■ドラッグストアの一部事業所の数値の訂正があり、２０１８年１月～１２月分まで遡及して訂正（年間補正）を行ったため、これに関
わる前年（度、同期、同月）比増減率は、リンク係数で処理した数値で計算している。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５
２０１９年度 ５８２，４１４ １．６ １２１，７４８ １．０ ２７２，９７６ ７．０ ２９１，２３５ ０．８ １３，２６７ △２．１ １，５８４ △１５．９
２０２０年度 ５６２，６６４△３．４ １１５，６００△５．０ ２６４，５９０ △３．１ ２７６，１６７ △５．２ ４，６０１ △６５．３ ０ △１００．０

２０２０年７～９月 １５１，４３７△２．７ ３０，１３６△５．６ ２７４，４９８ ２．６ ２７１，０４０ △８．１ １，５１５ △６３．７ ０ △１００．０
１０～１２月 １４２，８６１△３．１ ２９，９０７△３．２ ２７４，７９５ △４．４ ２９２，４１１ △０．３ １，６６５ △５０．１ ０ △１００．０

２０２１年１～３月 １３１，７３０△２．２ ２７，７７６△２．８ ２５３，１２３ △３．９ ２７６，６７０ △２．５ ９３８ △５９．４ ０ △１００．０
４～６月 １３９，７３７ ２．３ ２９，０８３ ５．０ ２６５，９６３ ３．９ ２８０，７９７ ６．１ １，０４４ １１６．９ ０ △１００．０
７～９月 １５３，６８６ １．５ ３０，６４８ ２．０ ２４４，９０２ △１０．８ ２６６，５５１ △１．７ １，６２６ ７．３ ０ ５０．０

２０２０年 １０月 ４７，７５８△３．１ ９，９７３△３．３ ２５２，１７９ △１１．７ ２８３，５０８ １．４ ６８９ △４１．５ ０ △１００．０
１１月 ４５，５６１△２．９ ９，７００△２．４ ２５４，７８５ △３．６ ２７８，７１８ △０．０ ５７１ △４７．５ ０ △１００．０
１２月 ４９，５４２△３．３ １０，２３４△３．８ ３１７，４２２ １．７ ３１５，００７ △２．０ ４０６ △６２．２ ０ △１００．０

２０２１年 １月 ４４，４５８△３．６ ９，２９０△４．４ ２４０，５３３ △７．２ ２６７，７６０ △６．８ ２４２ △７６．０ ０ △１００．０
２月 ４１，２３８△６．７ ８，６９６△６．６ ２２４，８５１ △１１．９ ２５２，４５１ △７．１ ２４７ △７３．２ ０ △１００．０
３月 ４６，０３４ ３．５ ９，７８９ ２．５ ２９３，９８６ ６．５ ３０９，８００ ６．０ ４５０ １７．２ ０ △１００．０
４月 ４５，５４２ ４．５ ９，６１８ ８．２ ２７１，９９３ ３．６ ３０１，０４３ １２．４ ４０８ １６３．９ ０ △１００．０
５月 ４６，５１６ １．９ ９，７３４ ５．３ ２７０，６４２ １１．３ ２８１，０６３ １１．５ ３１７ ２２６．３ ０ －
６月 ４７，６７９ ０．５ ９，７３１ １．７ ２５５，２５３ △２．６ ２６０，２８５ △４．９ ３２０ ３９．１ ０ －
７月 ５２，５５０ ４．８ １０，４８４ ６．１ ２５５，９０２ △６．６ ２６７，７１０ ０．３ ５６６ ３６．４ ０ －
８月 ５１，２９９△０．３ １０，１９１△１．２ ２４１，０２４ △１１．０ ２６６，６３８ △３．５ ６１０ １５．０ ０ －
９月 ４９，８３７△０．１ ９，９７３ １．１ ２３７，７８０ △１４．８ ２６５，３０６ △１．７ ４５０ △２１．１ ０ △２５．０
１０月 ４７，５５３△０．４ ９，９２７△０．２ ２４１，１２８ △４．４ ２８１，９９６ △０．５ ６３４ △７．９ p ０ －

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３４ ―ほくよう調査レポート ２０２２年１月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１７年度 ３７，０６２ △１．２ ９，４６４ △２．８ １，９８３ ９．６ ４７，２９３ ４．４ １０１，４８０ △０．８
２０１８年度 ３５，７６１ △３．５ ９，５２９ ０．７ １，８６８ △５．８ ４６，０３７ △２．７ １０４，３６４ ２．８
２０１９年度 ３２，４８６ △９．２ ８，８３７ △７．３ １，７５６ △６．０ ４３，０１９ △６．６ １０４，０３６ △０．３
２０２０年度 ３１，７７２ △２．２ ８，１２２ △８．１ １，８５２ ５．５ ４０，０３０ △６．９ ９４，８７０ △８．８

２０２０年７～９月 ９，３７７ ０．１ ２，０９５ △１０．１ ５４１ △１０．０ ９，８３３ △１２．７ ２２，３３６ △１４．１
１０～１２月 ７，７２２ １．２ ２，０７１ △７．０ ２６２ △２５．４ ９，６７９ △８．１ ２４，１２１ １．２

２０２１年１～３月 ５，７６５ ８．１ １，９１０ △１．６ ３２９ １７．５ ９，８３９ ３．６ ２６，８８１ △２．５
４～６月 ９，８７７ １０．９ ２，２１０ ８．１ ６５２ △９．４ １１，６８２ ９．４ ２４，２３７ １２．６
７～９月 ９，１７１ △２．２ ２，２４７ ７．２ ３９０ △２７．８ ９，５７６ △２．６ ２５，３０７ １３．３

２０２０年 １０月 ２，７０９ ３．０ ７０７ △８．３ １０７ △３７．７ ３，２９４ △２．８ ７，４９９ ２．８
１１月 ２，６９１ ４．６ ７０８ △３．７ ７９ △３５．２ ３，０９１ △７．７ ７，２２９ △１１．３
１２月 ２，３２２ △４．４ ６５６ △９．０ ７７ ３０．２ ３，２９４ △１３．２ ９，３９２ １１．８

２０２１年 １月 １，６０５ ２９．３ ５８４ △３．１ １２９ ２３８．５ ２，９８９ １３．４ ６，７７２ １．５
２月 １，５０５ △１３．５ ６０８ △３．７ ５６ △２１．７ ３，０８１ △９．２ ６，８２２ △７．１
３月 ２，６５５ １２．９ ７１８ １．５ １４４ △１５．６ ３，７６８ ８．７ １３，２８７ △２．０
４月 ３，４６８ １７．６ ７４５ ７．１ ９９ △６０．７ ３，６８３ ３．３ ７，８０４ ６．５
５月 ３，１０７ １０．８ ７０２ ９．９ ２０９ △２０．７ ３，９８６ ５．１ ７，１６２ １２．２
６月 ３，３０２ ４．７ ７６３ ７．３ ３４５ ６７．７ ４，０１３ ２０．８ ９，２７１ １８．６
７月 ２，８９０ ０．８ ７７２ ９．９ １３６ △５５．４ ３，４９８ ６．７ ７，６７５ １１．１
８月 ２，９９６ △２０．２ ７４３ ７．５ １３７ ６．８ ２，７７２ △１５．０ ７，３３１ １７．０
９月 ３，２８５ １９．３ ７３２ ４．３ １１８ ８．８ ３，３０６ ０．４ １０，３０１ １２．５
１０月 ３，０４３ １２．３ ７８０ １０．４ １６１ ５０．７ ４，９００ ４８．８ ７，７１６ ２．９

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１７年度 １８３，７７０ ４．４ ６２，８０７ ３．１ ６３，４４３ １．６ ５７，５２０ ９．３ ４，３４９，７７８ ２．５
２０１８年度 １７８，５３３ △２．８ ６１，２０８ △２．５ ６０，８４１ △４．１ ５６，４８４ △１．８ ４，３６３，６０８ ０．３
２０１９年度 １７０，６０２ △４．４ ５８，９０７ △３．８ ５７，８３４ △４．９ ５３，８６１ △４．６ ４，１７３，１８６ △４．４
２０２０年度 １５４，３９１ △９．５ ５２，９６４ △１０．１ ４９，６７７ △１４．１ ５１，７５０ △３．９ ３，８５９，２５０ △７．５

２０２０年７～９月 ４１，６１４ △１３．５ １３，７３０ △１７．６ １３，４７６ △１６．０ １４，４０８ △６．３ ９９２，８６８ △１４．１
１０～１２月 ３６，６９２ １７．７ １３，３４９ ２０．７ １０，８７９ ６．３ １２，４６４ ２６．２ ９９２，０３１ １５．４

２０２１年１～３月 ４３，９９４ △０．６ １５，９１８ ４．５ １２，６６６ △１４．０ １５，４１０ ７．６ １，１９６，８２３ ４．２
４～６月 ３７，００８ １５．３ １３，３７７ ３４．２ １１，０４８ △１２．７ １２，５８３ ３２．９ ８５６，５８９ ２６．４
７～９月 ３４，９５６ △１６．０ １３，４７２ △１．９ １０，５６２ △２１．６ １０，９２２ △２４．２ ８３０，０２８ △１６．４

２０２０年 １０月 １３，３２３ ３３．１ ４，５０６ ３１．５ ４，１１０ ３１．４ ４，７０７ ３６．１ ３３９，９２３ ３０．８
１１月 １２，８７７ １３．１ ４，７３３ ２６．１ ３，７２２ △６．４ ４，４２２ ２１．１ ３３６，９０８ ６．７
１２月 １０，４９２ ７．３ ４，１１０ ５．９ ３，０４７ △２．７ ３，３３５ ２０．７ ３１５，２００ １０．９

２０２１年 １月 １０，４８７ １．８ ３，９６４ １４．６ ２，８０８ △１５．４ ３，７１５ ５．６ ３２４，５４６ ７．８
２月 １１，８８５ △５．７ ４，２３８ ０．８ ３，２３８ △２３．６ ４，４０９ ５．８ ３６１，８９１ △０．０
３月 ２１，６２２ １．２ ７，７１６ ２．０ ６，６２０ △７．６ ７，２８６ ９．８ ５１０，３８６ ５．２
４月 １２，７２２ １４．４ ４，３２３ ４７．２ ４，１５４ △１７．０ ４，２４５ ３３．５ ２８８，３９７ ３１．５
５月 １１，４０７ ４０．１ ３，９７２ ４７．３ ３，２０２ △３．３ ４，２３３ ９８．５ ２７１，５６９ ５５．７
６月 １２，８７９ ０．４ ５，０８２ １７．３ ３，６９２ △１４．９ ４，１０５ △１．２ ２９６，６２３ ４．５
７月 １３，７９２ △５．４ ５，２１１ ６．３ ４，５７４ △４．４ ４，００７ △１８．０ ３０９，４６３ △６．４
８月 １０，９５９ △５．６ ４，０７３ １５．３ ３，３５７ △１８．６ ３，５２９ △１０．５ ２６３，６０２ △２．８
９月 １０，２０５ △３３．９ ４，１８８ △２０．９ ２，６３１ △４２．４ ３，３８６ △３９．３ ２５６，９６３ △３４．３
１０月 ９，２９４ △３０．２ ３，５６６ △２０．９ ２，７０２ △３４．３ ３，０２６ △３５．７ ２３０，４９９ △３２．２

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３５ ― ほくよう調査レポート ２０２２年１月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．７
２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４
２０１９年度 ９５６，２２７ １１．５ １５０，２５５ ６．８ １．１９ １．４１ ３２，０９１ △２．７ ８２７，４６７ △４．５ ２．５ ２．４
２０２０年度 ９８１，９５１ ２．７ １５３，６５８ ２．３ ０．９６ １．０１ ２７，７７５ △１３．４ ６５８，８３８ △２０．４ ３．１ ２．９

２０２０年７～９月 ２４１，２０２ △７．６ ４３，３７３ ７．５ ０．９５ ０．９６ ２７，０５４ △１９．３ ６４５，０７０ △２３．９ ２．７ ３．０
１０～１２月 ８６，６５２ △１１．６ ２９，５８５ △３．４ ０．９８ １．００ ２７，５８９ △１０．８ ６５８，１０５ △２１．１ ３．３ ２．９

２０２１年１～３月 １３４，６１７ ４．２ ２７，９６９ △１．１ ０．９５ １．０４ ２９，６８２ △１．９ ７０７，９７５ △９．５ ３．０ ２．８
４～６月 ５２４，４６８ １．０ ５１，５８２ △２．２ ０．９３ ０．９５ ２８，８３９ ７．７ ６７７，２３３ ８．５ ２．９ ３．０
７～９月 ２１８，５８９ △９．４ ３８，１５６ △１２．０ ０．９８ １．０３ ２８，９８０ ７．１ ６９４，８５３ ７．７ ３．３ ２．８

２０２０年 １０月 ４３，３４９ △２０．５ １３，４２６ △０．４ ０．９７ ０．９７ ３０，８８３ △１５．９ ７１３，６０８ △２２．４ ↑ ３．１
１１月 ２４，３０７ △１８．３ ８，８１４ △３．３ ０．９９ １．００ ２６，４４４ △９．２ ６３０，７７１ △２１．３ ３．３ ２．８
１２月 １８，９９５ ３７．５ ７，３４５ △８．６ ０．９９ １．０３ ２５，４３９ △５．７ ６２９，９３６ △１９．１ ↓ ２．８

２０２１年 １月 ９，１４５ △１３．４ ６，３２８ △１．４ ０．９５ １．０４ ２８，１５８ △７．２ ６９２，８７５ △１２．６ ↑ ２．９
２月 １４，０２７ △２７．２ ６，４８５ △７．３ ０．９４ １．０４ ２７，７６６ △８．５ ６８６，８３２ △１４．３ ３．０ ２．８
３月 １１１，４４４ １２．２ １５，１５６ １．９ ０．９６ １．０２ ３３，１２１ １０．１ ７４４，２１８ △１．２ ↓ ２．７
４月 ２０４，７８３ △２．７ ２０，９４０ △９．２ ０．９１ ０．９５ ３０，６７７ ９．８ ６９０，６２９ １４．３ ↑ ３．０
５月 １５３，８５０ ６．２ １４，１３３ ６．３ ０．９３ ０．９４ ２６，１０７ ４．２ ６２３，５４３ ７．０ ２．９ ３．１
６月 １６５，８３４ １．０ １６，５０８ ０．７ ０．９６ ０．９７ ２９，７３３ ８．８ ７１７，５２８ ４．７ ↓ ３．０
７月 １０２，３０６ △８．１ １３，８９８ △９．９ ０．９９ １．０２ ２９，９３０ ８．６ ６９０，２４４ ７．７ ↑ ２．８
８月 ６５，５００ △１０．３ １１，５７５ △１１．０ ０．９７ １．０３ ２６，６３５ ５．１ ６６３，３３８ ９．２ ３．３ ２．８
９月 ５０，７８２ △１０．７ １２，６８２ △１５．１ ０．９８ １．０５ ３０，３７４ ７．４ ７３０，９７７ ６．４ ↓ ２．８
１０月 ３６，９３３ △１４．８ １０，７６７ △１９．８ １．００ １．０６ ３１，９６３ ３．５ ７７３，０２２ ８．３ － ２．７

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０２０年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０２０年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１７年度 ９８．３ １．３ ９８．９ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４
２０１８年度 ９９．８ １．４ ９９．７ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１０ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６
２０１９年度 １００．５ ０．８ １００．３ ０．６ ２０７ △７．６ ８，６３１ ６．４ １０８．６８ １８，９１７
２０２０年度 ９９．８ △０．７ ９９．９ △０．４ １６６ △１９．８ ７，１６３ △１７．０ １０６．０４ ２９，１７９

２０２０年７～９月 ９９．６ △０．６ ９９．８ △０．３ ３４ △２７．７ ２，０２１ △７．４ １０６．１９ ２３，１８５
１０～１２月 ９９．６ △１．４ ９９．６ △０．９ ３２ △２５．６ １，７５１ △２０．８ １０４．４９ ２７，４４４

２０２１年１～３月 １００．０ △０．９ ９９．９ △０．５ ４４ △１７．０ １，５５４ △２８．２ １０５．９０ ２９，１７９
４～６月 ９９．４ △０．５ ９９．４ △０．６ ３３ △４１．１ １，４９０ △１８．９ １０９．４８ ２８，７９２
７～９月 １００．１ ０．５ ９９．８ △０．０ ２８ △１７．６ １，４４７ △２８．４ １１０．１０ ２９，４５３

２０２０年 １０月 ９９．５ △１．１ ９９．７ △０．７ １３ ８．３ ６２４ △２０．０ １０５．２４ ２２，９７７
１１月 ９９．５ △１．４ ９９．６ △０．９ １２ △１４．３ ５６９ △２１．７ １０４．４０ ２６，４３４
１２月 ９９．８ △１．２ ９９．６ △１．０ ７ △５８．８ ５５８ △２０．７ １０３．８２ ２７，４４４

２０２１年 １月 ９９．８ △１．１ ９９．８ △０．７ ７ △６６．７ ４７４ △３８．７ １０３．７０ ２７，６６３
２月 ９９．８ △０．９ ９９．９ △０．５ １５ △６．３ ４４６ △３１．５ １０５．３６ ２８，９６６
３月 １００．３ △０．７ １００．１ △０．３ ２２ ３７．５ ６３４ △１４．３ １０８．６５ ２９，１７９
４月 ９９．３ △０．８ ９９．３ △０．９ １２ △５２．０ ４７７ △３５．８ １０９．１３ ２８，８１３
５月 ９９．５ △０．３ ９９．５ △０．６ ９ △１０．０ ４７２ ５０．３ １０９．１９ ２８，８６０
６月 ９９．５ △０．３ ９９．５ △０．５ １２ △４２．９ ５４１ △３０．６ １１０．１１ ２８，７９２
７月 １００．１ ０．５ ９９．８ △０．２ ９ △２５．０ ４７６ △３９．７ １１０．２９ ２７，２８４
８月 １００．０ ０．４ ９９．８ ０．０ ６ △４５．５ ４６６ △３０．１ １０９．８４ ２８，０９０
９月 １００．２ ０．７ ９９．８ ０．１ １３ １８．２ ５０５ △１０．６ １１０．１７ ２９，４５３
１０月 １００．３ ０．８ ９９．９ ０．１ １２ △７．７ ５２５ △１５．９ １１３．１０ ２８，８９３

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ３６ ―ほくよう調査レポート ２０２２年１月号

ｏ．３０５（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３３～０３７　主要経済指標  2021.12.15 17.57.01  Page 36 



年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１７年度 ３８１，３３０ １．５ ７９２，２１２ １０．８ １，２５３，６６５ ２７．６ ７６８，１０５ １３．７
２０１８年度 ３８４，２５０ ０．８ ８０７，０９９ １．９ １，４３２，８９０ １４．３ ８２３，１９０ ７．２
２０１９年度 ２９８，９１３ △２２．２ ７５８，７８８ △６．０ １，２１７，４００ △１５．０ ７７１，７２４ △６．３
２０２０年度 ２２０，２５９ △２６．３ ６９４，８６１ △８．４ ８４３，０１１ △３０．８ ６８３，５１６ △１１．４

２０２０年７～９月 ４８，０９９ △４１．１ １６６，５４９ △１３．０ １５４，３６３ △４３．４ １５８，１９３ △１９．６
１０～１２月 ６４，８２４ △１８．４ １９３，８４３ △０．８ ２２９，７０５ △２７．４ １７５，０９３ △１１．４

２０２１年１～３月 ５８，４９２ △１３．７ １９１，９６１ ６．０ ２６３，３４０ △１１．６ １８６，５３７ １．９
４～６月 ７７，７４８ ５９．２ ２０６，６２４ ４５．０ ２７８，４７０ ４２．４ ２０２，２８１ ２３．８
７～９月 ８６，３１３ ７９．４ ２０８，０２１ ２４．９ r ２７８，５９５ ８０．５ r ２１６，３９０ ３６．８

２０２０年 １０月 ２１，８３２ △１８．６ ６５，６４８ △０．２ ６９，１１８ △２５．３ ５７，２４０ △１２．８
１１月 ２１，１１５ △１８．０ ６１，１３０ △４．２ ７７，３９８ △２８．５ ５７，８７１ △１０．５
１２月 ２１，８７８ △１８．７ ６７，０６５ ２．０ ８３，１８９ △２８．２ ５９，９８３ △１０．９

２０２１年 １月 １５，０６８ △２０．３ ５７，７９６ ６．４ ７４，７９５ △３６．３ ６１，０６７ △９．５
２月 １５，７９３ △３６．７ ６０，３８２ △４．５ ９２，４７３ △２．２ ５８，２６５ １１．９
３月 ２７，６３１ １５．５ ７３，７８３ １６．１ ９６，０７２ １１．８ ６７，２０４ ５．８
４月 ３３，０１０ ８６．２ ７１，８０５ ３８．０ ９１，２０５ ９．６ ６９，３１８ １２．９
５月 １９，５２１ ３９．８ ６２，５９９ ４９．６ ９８，７１３ ７４．４ ６４，５３３ ２８．０
６月 ２５，２１７ ４７．０ ７２，２２０ ４８．６ ８８，５５２ ５８．９ ６８，４３１ ３２．８
７月 ２７，７１７ ７３．４ ７３，５６０ ３７．０ ９０，３９１ ８２．５ ６９，２０２ ２８．６
８月 ２８，０３３ ７５．１ ６６，０５１ ２６．２ ８１，０３２ ６６．１ ７２，４８２ ４４．８
９月 ３０，５６３ ８９．８ ６８，４１０ １３．０ r １０７，１７２ ９１．０ r ７４，７０６ ３８．７
１０月 ３２，００２ ４６．６ ７１，８４０ ９．４ p１１５，７９０ ６７．５ p ７２，５２５ ２６．７

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１７年度 １６１，３３４ ３．０ ７，７５１，５８６ ４．０ １０２，２１８ ２．９ ４，８９８，３０１ ２．４
２０１８年度 １６５，１４５ ２．４ ７，８８９，９７９ １．８ １０４，２３６ ２．０ ５，０３８，０４６ ２．９
２０１９年度 １６９，０４３ ２．４ ８，１３０，６２０ ３．０ １０５，４０２ １．１ ５，１４２，６８９ ２．１
２０２０年度 １８７，２０９ １０．７ ８，９５６，８６１ １０．２ １１２，５９１ ６．８ ５，３９０，５７８ ４．８

２０２０年７～９月 １７９，３０４ １０．３ ８，６４０，５２４ ９．３ １１０，５０６ ５．５ ５，３２４，６３６ ５．５
１０～１２月 １８３，３５７ ９．６ ８，７２６，７７３ ９．７ １１３，８７４ ７．３ ５，３６３，８３７ ５．４

２０２１年１～３月 １８７，２０９ １０．７ ８，９５６，８６１ １０．２ １１２，５９１ ６．８ ５，３９０，６０５ ４．８
４～６月 １９１，０７３ ７．４ ８，９９５，９６１ ４．８ １１２，８０５ ３．２ ５，３６５，０５２ ０．６
７～９月 １８７，００６ ４．３ ８，９６６，２２９ ３．８ １１２，４９７ １．８ ５，３７４，６９０ ０．９

２０２０年 １０月 １８１，４３７ １０．６ ８，６４０，３６３ ８．９ １１１，１８０ ５．６ ５，３２１，９１５ ５．６
１１月 １８０，２８２ ９．０ ８，７３８，１２０ ９．４ １１１，３９５ ５．４ ５，３５３，８３６ ５．８
１２月 １８３，３５７ ９．６ ８，７２６，７７３ ９．７ １１３，８７４ ７．３ ５，３６３，８３７ ５．４

２０２１年 １月 １８２，５１７ １０．４ ８，７５４，８４５ ９．８ １１４，１９１ ７．７ ５，３６２，２４９ ５．５
２月 １８３，４５８ １０．６ ８，７８９，９６９ １０．０ １１４，０４４ ７．７ ５，３７７，６６７ ５．７
３月 １８７，２０９ １０．７ ８，９５６，８６１ １０．２ １１２，５９１ ６．８ ５，３９０，６０５ ４．８
４月 １８８，８７２ １０．０ ９，００７，５６５ ８．６ １１３，７１５ ８．２ ５，３７８，６５９ ２．８
５月 １８９，７４７ ６．５ ９，０５０，３６９ ５．９ １１３，０８２ ５．４ ５，３７２，１５９ １．２
６月 １９１，０７３ ７．４ ８，９９５，９６１ ４．８ １１２，８０５ ３．２ ５，３６５，０５２ ０．６
７月 １８８，８３９ ５．９ ８，９７０，６５６ ４．５ １１３，０７２ ２．３ ５，３６８，０１３ ０．６
８月 １８９，００３ ５．０ ８，９８４，８３０ ４．１ １１３，０７１ １．９ ５，３５９，２６６ ０．６
９月 １８７，００６ ４．３ ８，９６６，２２９ ３．８ １１２，４９７ １．８ ５，３７４，６９０ ０．９
１０月 １８８，３１０ ３．８ ８，９９７，８３７ ４．１ １１３，４３８ ２．０ ５，３７２，９３３ １．０

資料 日本銀行

主要経済指標（５）

― ３７ ― ほくよう調査レポート ２０２２年１月号

ｏ．３０５（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３３～０３７　主要経済指標  2021.12.16 13.43.25  Page 37 
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調査レポート
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No.305

●道内経済の動き

●２０２２年度北海道経済の見通し

●経営のアドバイス
コロナ後の「スキンプフレーション」発生の脅威
～サービスを削らず、顧客との共同生産を導入せよ～

ほくよう調査レポート 2022.1月号（No.305）
令和3年（2021年）12月発行
発 行 株式会社 北洋銀行
企画・制作 株式会社 北海道二十一世紀総合研究所 調査部

電話（011）231- 8681

＜本誌は、情報の提供のみを目的としています。投資などの最終
判断は、ご自身でなされるようお願いいたします。＞
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